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　平成 23 年度、独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター（JST-CRDS）ラ

イフサイエンス・臨床医学ユニットは、「2010 年ライフサイエンス分野俯瞰ワークショッ

プ」で集約された重要領域の中から「感染制御」を選定し、調査・提言活動を行っている。

本報告書は、調査活動の一環として国内の関連する分野の有識者を集めて平成 23 年 10
月 15 日に実施した“感染制御ワークショップ”（以下、「WS」と表記）の開催報告、お

よび JST-CRDS による考察等をまとめたものである。

　本 WS の目的は、JST-CRDS が収集した情報（国内外の有識者インタビュー、文献調査、

国際会議の参加等）に基づき検討を進めている「感染症による日本の健康被害を低減する

ための方策（案）」の妥当性の検証と、優先的に実施すべき具体的方策の抽出に資する情

報収集および議論の実施である。具体的には、ワクチン、アジュバント等の研究開発、感

染症の臨床現場、サーベイランス、海外ネットワークとの連携、情報発信方法等について、

アカデミアや産業界の研究開発担当者、臨床医、感染症関連機関等の有識者と問題認識を

共有しつつ議論を行った。本 WS で得られた情報をもとに検討を行ったところ、今後重

要になると考えられるポイントとして以下の２つが挙げられた。

①社会還元を強く意識した、産官学による目的志向型のワクチン、アジュバント研究開発
　感染症が原因となるわが国の健康被害の低減に加え、将来的なワクチン、アジュバン

ト等の海外輸出も視野に入れた研究開発を推進する。具体的には、粘膜ワクチンやアジュ

バント等、今後大きな進展が見込まれる分野を入口（シーズ）から出口（製品化）まで

統合的に迅速に進める。将来のシーズ発掘を目指した独創的な研究も合わせて推進する

ために、“ワクチン学”のような学際的な分野も創生する。また、出口側では、パンデミッ

ク等の緊急時に有効なワクチンを迅速に開発し、国内の関連機関とも連携し迅速に生産・

供給できる仕組みも視野に入れる。ワクチン、アジュバント開発には多様な技術と知識

が必要とされることから、これらの施策を推進するには産官学がそれぞれの強みを生か

し、目的意識を共有し研究開発を推進できるような拠点あるいはバーチャルな体制構築

が必要である。

②感染症疫学情報の継続的な収集、及びそれらを解析し適切に発信する体制の整備
　国内外の既存の拠点や仕組みを活用し、より精度の高い感染症疫学情報を収集して

データベース化する。同時に、得られたデータの解析や、限られた医療資源で最も効率

的に感染症を制御できるようにするための研究（例えばオペレーショナルリサーチ）等

を行い、感染症の研究開発と対策に活用する。また平時と緊急時の両方において感染症

に関する情報及び、ワクチンのリスクやベネフィット等に関するより適切な情報発信が

行われるように情報の伝達経路や発信主体、その内容等を精査・明確化させることで、

広報機能の拡充を行う。

　今後、これらと JST-CRDS で行った調査の結果を合わせて検討し、わが国の感染症に

よる健康被害の低減を実現するために優先的に取り組むべき研究開発課題や体制・制度的
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な課題等を明らかにし、期待される時間軸上の展開等も含めて提言として取りまとめる予

定である（成果物は、平成 23 年度末に冊子体及び JST-CRDS ホームページ上で公開予定）。
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１．１．開催経緯ならびに開催趣旨

＜開催経緯＞
　JST-CRDS ライフサイエンス・臨床医学ユニットでは、わが国のライフサイエンス研究、

臨床医学研究等の研究面、そして研究成果の実用化や社会還元に関する体制・制度面の調

査を実施し、関連府省庁や団体等への戦略提言を行っている。平成 23 年度、当ユニット

では、100 名を超えるライフサイエンス分野の有識者の議論等を含む「2010 年ライフサ

イエンス分野俯瞰ワークショップ 1」で集約された重要領域の中から「感染制御」を選定し、

平成 23 年４月に調査・提言活動を実施するチームを発足させた（統括責任者：浅島誠上

席フェロー、チームリーダー：辻真博フェロー、他５名）。

　多くの抗生物質の開発・普及により、1970 年代にはもはや感染症対策は重要でないと

まで言われていたが、その後新たな感染症や既存の感染症の発生例が次々と報告されてい

る。また、交通網の発達等の社会的要因もあり、ある国・地域で発生した感染症が短期間

で世界中に広がりうる状況となっており、日本国民の健康を脅かす感染症リスクは今や世

界中にあると言える。そこで当チームでは“わが国の感染症による健康被害を低減させる

ために必要な方策の明確化”という目標設定のもと、国内外の有識者インタビュー（アカ

デミア、産業界、臨床現場、行政、その他感染症関連機関）、文献調査（論文、HP 等）、

国際会議への参加等を通じ、感染症に関する多種多様な観点からの情報を網羅的に収集し

た。その結果、O157、SARS、インフルエンザ（H1N1）2009 等の一連の事象を通じて

わが国の感染症への関心と対策の必要性は確実に高まっており、様々な取り組みが徐々に

行われているが、未だ改善すべき点が多く残っていると考えられた。そこで、わが国の取

り組むべき具体的な方策について当チームで議論を重ねたところ、感染症の“研究開発”

と“対策”の２つの視点から、優先順位を付けて限られた資源（人員、予算等）を配分し

着実に取り組みを実行する必要性が認識された（図 1-1、図 1-2）。

1　「2010年ライフサイエンス分野俯瞰ワークショップ」報告書　http://crds.jst.go.jp/output/pdf/10wr10.pdf

１．ワークショップ趣旨説明

図1-1【概要】感染症被害の低減に向けた方策（JST-CRDS感染制御チーム検討案）
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＜開催趣旨＞
　以上の経緯を踏まえつつ、より実効性の高い提言策定に向けた情報収集及び議論を実施

するために、アカデミア、産業界、臨床現場、情報収集・発信等の各分野に携わっている

７名の有識者を招聘し、2011 年 10 月 15 日（土）に感染制御ワークショップ（以下“WS”
とする）を開催した。同 WS では、前半に各有識者からの発表を通じて問題認識を共有

した上で、後半の総合討論で問題点を解決するための具体的方策について議論を深める事

を目指した。（参加者リスト等は巻末付録を参照）

　同 WS で期待される成果は以下の通りである。

①  JST-CRDS で検討を進めている、感染症に関するわが国の実施すべき方策案（図

1-1、図 1-2 等）の妥当性の検証

②わが国の感染症分野の“研究開発”及び“対策”に関する現状把握と問題点の整理

③わが国が今後優先的に推進すべき具体的方策の抽出

 

図1-2【詳細】感染症被害の低減に向けた方策（JST-CRDS感染制御チーム検討案）
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１．２．ワークショップ構成ならびに各部のテーマ

　先述の開催経緯、開催趣旨に沿い、ワークショップは３部構成とした。具体的には、第

１部で感染症に関する研究開発の現状等に関する有識者からの発表と議論、第２部で感染

症の情報収集・解析・発信、そして社会普及に関する有識者からの発表と議論、第３部で

第１部と第２部の発表および議論を踏まえた今後わが国の推進すべき方策に関する議論を

行った。以下、各部の概要を示す。

【第１部：研究開発に関する現状と展望】

　感染症に関するワクチン、アジュバント等の研究開発（審査・承認含む）のわが国の

現状と問題点、将来展望について、アカデミアの視点、製薬企業の視点から以下の有識

者にご発表いただき、議論を行う。

　・清野　宏　　所長／教授（東京大学医科学研究所感染・免疫部門）

　・石井　健　　 プロジェクトリーダー（（独）医薬基盤研究所アジュバント開発プロ

ジェクト）

　・杉本　隆司　主席部員（武田薬品工業㈱製品戦略部ワクチン担当）

【第２部：体制・制度、社会普及に関する現状と展望】

　感染症の臨床現場、サーベイランス、情報発信、海外との連携等のわが国の現状と問

題点、将来展望について、それぞれの分野に携わる以下の有識者にご発表いただき、議

論を行う。

　・青木　眞　　感染症コンサルタント（サクラ精機㈱：学術顧問）

　・岡部　信彦　センター長（国立感染症研究所感染情報センター）

　・岡本　仁子　 チーフ（（独）理化学研究所新興・再興感染症研究ネットワーク推進

センター）

　・岩本　愛吉　教授（東京大学医科学研究所感染症分野）

【第３部：総合討論】

　第１部、第２部で行われた発表及び議論を踏まえ、JST-CRDS で検討を進めている

感染症に関する推進方策（案）の妥当性を検証し、わが国の感染症分野の“研究開発”

及び“対策”のどの部分を優先的に推進する必要があるか、JST-CRDS と各有識者で

議論を行う。
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第１部：研究開発に関する現状と展望等

「アカデミア視点からのワクチン開発等」
清野　宏　所長／教授＜東京大学医科学研究所感染・免疫部門＞

　我々が生まれてから乳幼児期、学齢期、青年期、壮年期、中年期、老年期と成長する中

で様々な疾患に遭遇するが、高齢社会の中で人が一生健康な生活をしていくためにはワク

チンが非常に重要であると、昨年夏の Newsweek 誌特集号で強調されている（図 2-1-1）。
　この「ワクチン」という言葉は、本ワークショップの目的である感染症は勿論のこと、

最近ではがん、アレルギー、そして欧米では既に生活習慣病に対しても使われている。そ

ういう広義な意味でワクチンというコンセプトは非常に重要である。

　日本のワクチン開発に関する研究は脆弱で、諸外国で見られるような組織的な動きもな

い。欧米は産官学が連携し、人材育成と次のワクチン開発研究体制を国が主導するような

形をとっている。また、様々な基幹大学にワクチン開発基礎研究センターを作り、民間企

業と連携しながらワクチン開発を目指した理論的基盤と技術確立に関する研究を体系的に

進めている。アジアを視野に入れると韓国ではユニセフ、世界保健機関（WHO：World 
Health Organization）の肝入りで国際ワクチン研究所（IVI：International Vaccine 
Institute）が作られており、その点で日本より進んでいる（図 2-1-2）。
　こうした現状を踏まえて今後のワクチン開発を考えると、「ワクチン学」というものを

作り上げることが重要となる。「ワクチン学」を創成するためには、ウイルス学、細菌学、

免疫学、分子疫学等をコアとし、その他関連する医科学・生命科学分野と融合させ、「シ

ステムズワクチン」というコンセプトでワクチン開発を進めていくような研究体制、人材

の育成が必要になってくるだろうと考えている（図 2-1-3）。
　日本の感染症研究は、基礎という観点でウイルス学に関する最先端の取り組みがあり、

その成果は新しい抗ウイルス剤の開発やワクチンの開発に結びついていくと言っても過言

ではない（図 2-1-4、図 2-1-5）。
　また、日本の細菌学の研究は現在大きく２つに分けることができるのではないかと考え

ている。１つはいわゆる感染戦略、病因論に基づいた研究で、もう１つは昨今のゲノムを

ベースとした研究である。ワクチン開発を考えると、病因論に基づいた細菌学とゲノムベー

スに基づいた細菌学をいかに融合させ、新しい分子標的やワクチンによる予防・治療法開

発に結びつけていくかが重要になるのではないか（図 2-1-6）。
　例えば、病原細菌のファンクショナル・パソジェノミクスというコンセプトのもとに、

遺伝子レベル、ゲノムレベルでの解析と個体レベルでの感染戦略の解析をうまく融合する

ことによって、最終的には感染戦略機構にリンクするようなメタ細菌学の創成と、それを

もとにした新規治療薬の標的分子とワクチン候補の抗原を見つけていくようなデータベー

スも構築されていくのではないか（図 2-1-7）。
　今までの免疫学は体の中の免疫である全身免疫を中心に考えられてきたが、実際には消

化吸収、呼吸、性行為等、生体の生命・種族維持に必須の生理的行為を担う組織を覆って

いるテニスコート 1.5 面分に相当するような非常に広大な表面積を持つ粘膜面から様々な

２．発表概要（ワークショップ第1部、第2部）
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感染源が侵入してくる。そして粘膜面には粘膜免疫システムが存在し、それを担う多くの

免疫担当細胞が存在していることが分かってきた。例えば腸管は単層の上皮細胞層で覆わ

れているが、上皮細胞層からその直下の粘膜固有層には非常にたくさんの免疫担当細胞が

存在している。今後、この粘膜免疫システムに注目したワクチン開発戦略を考えていかな

ければいけない（図 2-1-8、図 2-1-9）。
　ワクチン学は、ある意味では免疫学の出発点ともなる。1796 年、エドワード・ジェンナー

が種痘というコンセプトでワクチンを開発し、その後の天然痘の撲滅につながった。だが、

西洋医学よりも前に東洋で粘膜免疫のコンセプトを使ったワクチンがあったという事実が

ある。アジア、例えば中国では経験的な医学として、天然痘から回復した患者のかさぶた

を粉末にし、鼻から投与し天然痘の予防を行っていたという記載がある。日本では 1950
年から 1960 年、まだ粘膜免疫という概念すらないときに、阪大微生物病研究所の奥野先

生らが経鼻ワクチンの有効性を示している。これは約１万人規模で生ウイルスを経鼻ワク

チンとして投与するグループと不活化のワクチンを注射で投与するグループを設定し、イ

ンフルエンザの蔓延期に学童の欠席率でその効果を比較している。結果は注射型ワクチン

で欠席率が約 12％、経鼻ワクチンで約３％ということで、粘膜免疫を通した感染予防の

効果、有効性を既に示していた（図 2-1-10、図 2-1-11、図 2-1-12）。
　以上より、歴史的な背景としては、粘膜免疫学という学問がない時代から既に経験医学

的に粘膜免疫機構を使ったワクチンの有用性が日本、そして中国で示されていたというこ

とになる。

　粘膜免疫学の研究の発展と粘膜ワクチン開発の動向について。1970 年代は世界的に見

ても全く注目される領域ではなかったが、現在は非常にたくさんの粘膜免疫に関連する基

盤的解明や粘膜ワクチン開発に関連する論文が多数出ており、いわゆるインパクトファク

ターの高い著名誌と言われているようなところでも、論文がかなり採用されるようになっ

てきている。日本では 1990 年代の中頃から、同領域が発展してきており、世界をリード

する成果もあがってきている（図 2-1-13）。
　免疫誘導という視点から眺めると、確かに注射型ワクチンは全身系（血清）等に非常に

効果的に抗原特異的な中和抗体や細胞性免疫を誘導できるが、様々な病原体が侵入してく

る粘膜面には効果的に免疫応答が誘導されてこないという事実がある。一方で、粘膜を通

してワクチンを投与すると、注射型で獲得できるような全身系（血清）の免疫、さらに注

射型では獲得できなかった粘膜免疫系もきちっと作動させることができることがわかって

きた（図 2-1-14、図 2-1-15）。
　粘膜ワクチンの開発は、典型的なものとして経口ワクチン、経鼻ワクチン、さらには経

肛門ワクチン（座薬）等がある。最近は舌下ワクチン、皮膚の免疫機構を使った粘膜免疫

の誘導、さらには点眼という形でも効果的に全身系と粘膜系両方に免疫応答が誘導できる、

つまり病原体に対して二段構えの防御免疫が誘導できることが明らかになった。実際にイ

ンフルエンザに関しては、既に米国を中心に経鼻ワクチン（フルーミスト）が臨床現場で

使われている（図 2-1-16）。
　日本では、いわゆる呼吸器系や腸管系を中心とした粘膜免疫の分野で世界的にレベルの

高い研究が出てきている。これら基礎的基盤を有機的に融合し、うまく組織化できれば、

新しい形での日本発で世界に貢献する粘膜ワクチンの開発を目指していけるのではないか

（図 2-1-17）。
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　新しいワクチン開発の仕組みを考えると、例えば、様々な学際領域を有する大学を中心

に、日本が誇るワクチン製造会社や製薬企業とうまくコラボレートし、ワクチンのデリバ

リーやアジュバント、その評価方法、革新的なワクチンの生産システム、感染症側の分子、

ゲノム、メタ細菌学、そしてシステムズウイルス学といったものが融合することによって、

社会に還元できるワクチン開発ができるのではないか（図 2-1-18）。
　ワクチン学の創出のためには、いかに人材を育てていくかが重要。人材育成は単に医学、

生命科学に関与する人材だけではなく、例えば植物工学や材料工学といった異分野の研究

者を広く巻き込んで、新しい形でのワクチン学を創出できるような人材を育成していくこ

とが重要である。さらに国際的な視野に立ち、常に世界に目を向けたワクチン学に貢献で

きる人材の集約と育成がカギを握っている（図 2-1-19）。
　その１つの取り組みとして、（発表者の主催する）清野研究室では、現場で何が必要か

という視点からワクチン開発を進めてきた。その中で、特に開発途上国のことを考えると、

ワクチンや医薬品を冷蔵で保存することが非常に大変だという事がある。また現在の注射

型では何百万人という人に使い捨ての注射器、注射針を使うことになるため医療廃棄物が

大きな環境問題になる。開発途上国ではこれらを使い回しすることもあり二次感染という

問題にもなってくる。以上より最終的には冷蔵保存が不要で注射器・注射針が不要なワク

チンを作っていくことが重要であろうということになる。

　そこで清野研究室が注目したのは、日本が誇る農学生命科学の分野の知見を活用した、

イネの発現系の利用である。コメは常温で長期間保存でき、また非常に効果的なたんぱく

の発現、そして貯蔵システムを持っている。つまり、食べる米から医薬品を作り、保存し、

そしてデリバリーする新しい医療用のコメとして使っていけないかということを考えて進

めている（図 2-1-20、図 2-1-21）。
　既にその取り組みとして、東大医科学研究所の中に、医薬基盤研究所の山西先生を中

心とした先端医療特区（ワクチン）プロジェクトの一環で、GMP（Good Manufacturing 
Practice）対応型の完全閉鎖系でワクチン発現米“MucoRice”を生産するシステムを作っ

た。既に人で実証する段階まで研究が進んでいる。現在はコレラに対するワクチンを発現

するイネ（MucoRice-CTB）の作付が進んでいる（図 2-1-22）。
　注射器・注射針が不要で冷蔵保存が不要なワクチン開発は、最終的には日本が経験した

東日本大震災での社会インフラの崩壊を考えると、その様な状況における安定的ワクチン

供給等にも貢献できる。さらにハイチのように地震の後に感染症が蔓延するという 2 次被

害が問題となったが、危機管理という視点からも世界に貢献できるのではないか（図 2-1-
23）。
　今の日本の研究推進状況を考えると、個々のリサーチとしては非常に良い研究が感染症

や免疫学で進んでいるが、その知的好奇心に立脚した重要な研究を大切にしながら、優れ

た研究者の研究推進意欲をうまく実用へつなげていく研究環境作りが重要である。また、

出口に相当するワクチンを考えると、ワクチンを製造会社や製薬企業との連携に加え、行

政、そして一番大事な国民の理解と支持・支援を得られれば、日本国内のみならず日本発

で世界に貢献できる新しいワクチンの開発に結びつくと考えている（図 2-1-24）。



科学技術未来戦略ワークショップ報告書
感染制御 7

CRDS-FY2011-WR-07 独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター

２　

発
表
概
要

＜質疑応答＞
Ａ：粘膜免疫を対象としたワクチンは、どういう種類の感染症に対応できるか。

Ｂ：あくまで個人的な考えだが、粘膜免疫システムへの効果的ワクチンデリバリー法が確

立すれば、既存のワクチンは現在全て注射で投与しているが、それらがすべて置き換え

られると考えている。なぜかというと、粘膜からのワクチン抗原の投与は全身系（血清）

にも免疫応答を誘導できる。その鍵を握っているのは経粘膜デリバリー法の開発と粘膜

アジュバントの開発である。

図2-1-1 図 2-1-2

図 2-1-3 図 2-1-4
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図2-1-5 図 2-1-6

図 2-1-7 図 2-1-8

図 2-1-9 図 2-1-10
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図2-1-11 図 2-1-12

図 2-1-13 図 2-1-14

図 2-1-15 図 2-1-16
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図2-1-17 図 2-1-18

図 2-1-19 図 2-1-20

図 2-1-21 図 2-1-22
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図2-1-23 図 2-1-24
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「アカデミア視点からのアジュバント開発、日本の強みを生かした感染症研究、審査制度・
体制等」
石井　健　プロジェクトリーダー＜医薬基盤研究所アジュバント開発プロジェクト＞

　今年、自然免疫そして樹状細胞の研究にノーベル賞が授与された。自然免疫、樹状細胞

の研究が重要であると世界が認めたということである（図 2-2-1）。
　なぜ免疫学がワクチン、アジュバント研究に重要であるか。ワクチンの効能である獲得

免疫、つまり抗原特異的な免疫反応以外に免疫のシステムにはもう１つ、自然免疫という

システムがある。以前から臨床では炎症反応と言われてきたものだが、これは感染症やワ

クチンの投与によって数分、数時間を通じて起こる反応であり非特異的反応として、研究

分野では無視されてきた。しかしこの 15 年間で自然免疫そして樹状細胞の活性化から獲

得免疫に至る反応の研究が進んだ。抗原がないとワクチンにならないが、2 番目のシグナ

ルが病原体成分には含まれており、それが自然免疫受容体等を介してアジュバントとして

作用する。また、そのアジュバントが抗原提示細胞を活性化することがその後のワクチン

の効能であるＴ細胞やＢ細胞の免疫反応を誘導するのに必須であり、これがないと免疫反

応がうまくいかないことが分子レベルで分かってきた（図 2-2-2）。
　ワクチンには様々な種類があり、これらが生体内で抗原とともにデリバリーされる。体

中で複製もしくは抗原が発現するようなものは組織細胞に行くが、ほとんどは樹状細胞が

抗原を取り込み、自然免疫によって活性化される。このことが恐らくワクチンの効果の発

生に非常に重要であろうと考えられている。すなわちデリバリーと自然免疫活性化、アジュ

バントによる活性化が重要である（図 2-2-3）。
　ワクチン、アジュバントの技術が向上すると非感染性疾患に対しても、現在盛んに行わ

れているワクチン療法により治療、予防に貢献することが可能になってくる。神経疾患で

アルツハイマーは臨床試験が行われており、循環器疾患のうち高血圧症のワクチンではた

くさんのラボが前臨床を行っている。他にも免疫に関連する疾患がたくさんある。アレル

ギーワクチン、自己免疫から免疫寛容を誘導するような逆方向のワクチン、がんワクチン

等、これからはありとあらゆる疾患にワクチン予防ないし治療が、かなり費用対効果の良

い医療的介入として割り込んでくるのではないか（図 2-2-4）。
　キーワードは「ドラッグデリバリー」「粘膜免疫」「アジュバント」である。アジュバン

トは、もともとワクチンの作用を増強するために開発されてきた経緯があるが、アジュバ

ント自身も非常に強い自然免疫活性物質もしくは制御物質であり、病原体、がん細胞、ア

レルゲンに直接作用することが可能である。すなわち、対感染症や抗がん作用、そして抗

アレルギー作用を狙う単剤の薬としても開発が可能だが、アジュバントのみでの審査行政

は現在行われていないため、その法的整備も今後の課題である。

　アジュバントの開発時にはそのアンタゴニストも見つかる。アジュバント開発では大体

捨てるものだが、アジュバントの副作用を裏返して考えてみると、アジュバントと自己抗

原を体に入れるとアスベスト肺のような原因不明の疾患の治療につながる知見を得られる

のではないかと考えている。審査行政においては副作用、副反応の領域になるので、アジュ

バント研究者にとってはメカニズム解明が今後必須の条件になる（図 2-2-5）。
　日本もしくは世界のアジュバント研究、開発、認可行政はどうなっているか。日本でも

アジュバントはたくさん使われている。破傷風、ジフテリア、Ｂ型肝炎、肺炎球菌、最近
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では子宮頸がんワクチン等にも使われているが、実はほとんどがアルミニウム塩（リン酸

アルミニウムや水酸化アルミニウム）であり、騒がれている割にはアジュバントで認可さ

れているものはほとんどこの１つしかない（図 2-2-6）。
　世界で臨床試験が行われ開発されているものの中では、アルミニウム塩は一部を占める

だけである。現在、欧州で認可されているのはオイル・イン・ウォーターエマルジョンで

は MF59 や AS03（いずれも商品名）、日本でもがんワクチンとともに使われることがあ

るウォーター・イン・オイルエマルジョンのモンタナイド（商品名）等である。また、バ

イオポリマーでは QS21（商品名）があるが、QS21 はサポニンであり何故アジュバント

として機能するか不明である（図 2-2-7）。
　それ以外にもトール・ライク・レセプター、つまり自然免疫受容体のリガンドである

LPS のリピッドＡやバクテリアの鞭毛部分のフラジェリン、また病原体の構成成分であ

る核酸 RNA や DNA が配列や構造を変えると非常に強いアジュバントとなる。それから

リコンビナントのサイトカイン、カチオン、ポリペプチドといったありとあらゆる物質か

らアジュバントが作れ、研究開発としては無限の可能性を秘めている（図 2-2-8）。
　（発表者の所属する研究室で）現在研究を進めている核酸アジュバントの話をすると、

４種類の DNA、RNA のアジュバントがある。それぞれには細胞のエンドゾームやサイ

トゾルに特異的なレセプターがあり、さらにその下には特異的なアダプター分子、そして

配列があることが自然免疫の研究を通じて明らかになった（図 2-2-9）。
　自然免疫の研究から多くのことが明らかとなってきた。そうするとこれを逆算してメカ

ニズムに準じたワクチン開発ができるので、経験的なところと理論的なところがようやく

マージしてきたというような研究状況になっている。

　しかし、元に戻って世界中で認可されているアルミニウム（アラム）アジュバントに焦

点を戻すと、実は 80 年間も使われているが全く作用機序が分かっていなかったという現

状がある。2008 年、Nature 誌にアルミニウムアジュバントが NALP3 インフラマゾーム

という自然免疫のコンポーネントを活性化するという論文が出て、これがエッセンシャル

だと一旦結論付けられたが、ここ数年はこれに対する議論が続いている（図 2-2-10）。
　具体的には、アラムを打つと細胞死が誘導され、その死んだ細胞から放出される DNA
が様々な経路を介して IgG や IgE といったアジュバントの効果を示すということである。

こうした機序のため、アラムをいくら詳細に解析しても、このアジュバントの効果はわか

らなかった。体内では二次、三次的に様々なことが起きており、後から起きることが実は

アジュバントの効果に大事だったということが現在のサイエンスではわかってきている。

今後の解析が待たれる（図 2-2-11、図 2-2-12、図 2-2-13、図 2-2-14、図 2-2-15、図 2-2-
16）。
　ここまでをまとめると、ようやくワクチンやアジュバントがカッティングエッジなサイ

エンスとして認められ、知見が蓄積してきている。これを感染症の方に戻して、是非良い

ワクチンをつくる技術基盤にしていただきたい、審査行政の判断基準にもしていただきた

いと考えている（図 2-2-17）。
　ワクチン開発の道は長く厳しいことは皆さんご存じの通りである（図 2-2-18）。
　しかし重要なのは、ワクチン、アジュバントは可能性が高そうに見え、実際に高いこと

である。論文数推移を見ると 2000 年ぐらいから増えてきており、遺伝子治療と同じカー

ブを示している。しかし遺伝子治療のカーブは 2000 年を境に一気にトーンダウンした。
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これは、1999 年にアデノウイルスベクターの治験でアメリカの 10 代の子供が亡くなり、

2002 年にレトロウイルスベクターの治験でフランスの子供ががんになったことが関係し

ている。ほんの数件のことだが、途端に冷めた空気が走り業界がトーンダウンした。

　ワクチンのアジュバントも、実は全く同じような岐路に立っており、開発だ、研究だと

いって予算が増えると突然様々な事件が起こり、急にトーンダウンしてしまう危険性が十

分にあることをご承知おきいただきたい。また事件が生じた場合には研究者、医療関係者

がその原因やメカニズムを明らかにするような取組みも重要である（図 2-2-19）。
　とりわけインフルエンザワクチンには社会的側面がある。我々研究者、医療従事者がき

ちんとした情報を社会に対して出すことが、今後の研究のアウトリーチの方法として非常

に重要になる。

　HS（ヒューマンサイエンス振興財団）レポート№ 66 規制動向調査報告書「ワクチン（感

染症、がん、アルツハイマー病等）の開発の現状と規制動向－予防医療と疾病治療の新た

な展開に向けてー」（平成 21 年 4 月）には今でも有効な提言がある（図 2-2-20）。
　アジュバントに関する審査行政では、欧州と米国で大きく温度差がある。欧州では

WHO、欧州の製薬企業が後押しをして次々にアジュバントが認可されているが、米国

FDA（Food and Drug Administration）にはガイドラインがなく、アジュバントは認可

されていない（図 2-2-21）。
　日本にはガイドラインはないが、欧米のどちらに追随するのか、あるいは追随せずにア

ジアのリーダーとなるべく自らガイドラインをつくるのかといった非常に重要な岐路に

立っている。アジュバントでは、免疫が強いというところも鑑みて、ぜひ世界をリードす

るような研究、審査行政のチームもしくは連携をとっていきたい。そのために次世代アジュ

バント研究会をコンソーシアム形式で作った。今後、安全性研究の方に重点を置き、企業

の方等に協力を仰ぎ、データベースの構築等を進めていきたいと考えている（図 2-2-22、
図 2-2-23、図 2-2-24、図 2-2-25）。
　ワクチンは１つの研究室、１つの企業では開発できない時代となっている。様々なチー

ムが一緒になって、頻繁に議論してたくさんのワクチン技術、ワクチンアプリケーション

を世に出していく、そういったチームが幾つも日本に立ち上がってもよいのではないか

（図 2-2-26、図 2-2-27）。

＜質疑応答＞
Ａ：日本ではインフルエンザワクチンを子供たちに打っていたが、それを中止した後、超

過死亡が増えているということで今度は同じようなタイプのワクチンの高齢者への接種

を開始し、かなり経過した。ところがその後のフォローアップがどうなっているのかわ

からない。海外ではそういった論文はすでに発表されているが、今の日本のインフルエ

ンザのワクチンは、結局効いているのか、それともまだ検証されていないのか。

Ｂ：日本では神谷先生の臨床研究により超過死亡も含めて有効性が確立されているという

のが私の理解である。ただし、打ったのにかかったみたいなことが出てしまうようなワ

クチンがインフルエンザワクチンの特徴であり、１度ワクチンを打ったらかからないと

いうのがワクチンの定義だとすると、インフルエンザワクチンはワクチンの定義から外

れてしまうのではないかという理解である。

Ａ：全か無かでは効かないけれども、症状を軽減することができれば、それは非常に大事
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な要素だと思う。

Ｃ：本来はインフルエンザワクチンの効果を様々な方法で検証しなければならないだろう

が、そこまで余裕がないのが現状である。

Ｄ：インフルエンザワクチンの高齢者での重症化予防に関するきちんとしたエビデンスは

まだ無いと思われる。重症化予防があるのではないかというのは、１つ１つ個別の症例

や、臨床の先生方が実際に使われる中で重症化予防に関する印象が出てきているようが、

医学的データベースとしては確立していない状況である。

Ｅ：ワクチンを打って効くか効かないか、あるいはその年の患者さんの診療率が下がるか

どうかは、ワクチンを打つ、打たない以外の無数の変数がある中の１つでしかない。き

ちんとした疫学的な、あるいは臨床的なサイエンスがあって、あるいは測定があって当

初の質問に答えることができる。しかしそういったことが欠けているのではないか。そ

してそれをどのように測定していくかはとても大事なことである。

Ｆ：インフルエンザの感染では、例えば肺炎球菌等の細菌の二次感染が同時に起きている

と思う。今はその辺がきちっと精査されて議論されていない。インフルエンザの時期は

皆がインフルエンザで亡くなったという話になるが、やはり細菌の二次感染もしくは混

合感染というのはかなりあると思う。その際はインフルエンザとは異なる免疫応答がお

こるため、そういった視点からも考えていくことが重要である。

Ｇ：アジュバンドには予防と治療という２つの側面があるが、予防でどこまで感染症に対

応できるのか。

Ｂ：感染症の疾患で、例えばワクチンで予防可能なもの（vaccine preventable disease）
の類では、同じワクチンでも強いアジュバントを使うことで治療ワクチンになる。例え

ばインフルエンザでは、予防に使うには強過ぎて、痛くて腫れて熱が出るが、違うアジュ

バントを使うことでもう少しマイルドになり、治療には全く使えないし効かないが予防

的に使える、といったこともある。がんワクチン等は特にそうである。そういう意味で、

ワクチン自身のコンセプトはどの疾患や病原体にも存在するが、それをどのように使う

か、強めるのか弱めるのか、免疫反応を Th1 にするのか Th2 にするのか等、様々な要

素を調節できるカギが例えばアジュバントであり、免疫経路では粘膜免疫である。その

ため予防、治療、そして疾患が１対１の対応になっていないことを理解しなければなら

ない。
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図2-2-1 図 2-2-2

図 2-2-3 図 2-2-4

図 2-2-5 図 2-2-6
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図2-2-7 図 2-2-8

図 2-2-9 図 2-2-10

図 2-2-11 図 2-2-12
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図2-2-13 図 2-2-14

図 2-2-15 図 2-2-16

図 2-2-17 図 2-2-18
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図2-2-19 図 2-2-20

図 2-2-21 図 2-2-22

図 2-2-23 図 2-2-24
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図2-2-25 図 2-2-26

図 2-2-27
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「企業視点からのワクチン、アジュバント開発等」
杉本　隆司　主席部員＜武田薬品工業㈱製品戦略部ワクチン担当＞

　世界のワクチン売上高は、トップ５のサノフィ・アベンティス社、グラクソ・スミスク

ライン社、ファイザー社、メルク社、そしてノバルティスファーマ社が約 85％強を占め

ており、残り 15％程度を 50 社以上の会社が販売している状況（日本は数％）。国内全体

の売上高は 600 億円強であり、市場全体から見ると非常に小さい。また、アルミニウム

以外のアジュバントが幾つか開発されつつあるが、全て外資系企業が開発を行っている

（図 2-3-1）。
　ワクチンの開発、製造には膨大な投資が必要となる。まず、免疫原性に関する臨床・非

臨床のデータを構築するのみならず、ワクチンを打って予防効果があるかどうかを検証す

ることが求められている。例えばロタウイルスワクチンは、初回の申請で約５万～７万例

のデータを構築した上で申請している。子宮頸がんワクチンのガーダシルは、５万例強の

データをフェーズ３でエントリーし、３万例強のデータをまとめて FDA に申請し承認を

取る等、かなりの投資を行っている。次に、日本独自の問題であるが、日本ではインフル

エンザやポリオワクチン等の製造設備は、法規制上、他への転用ができないので固定費が

かさむ。

　ワクチンだけでなくアジュバントの開発も重要であるが、わが国ではアジュバントの規

制要件がまとめられていない点が問題である。具体的な要件がはっきりしないまま、開発

の際は有効性と安全性のバランスが良いアジュバントである事が求められている。

　国内ワクチンメーカー、製薬企業は、新しいワクチンあるいはアジュバントの開発を行

うには研究開発基盤が非常に弱い（図 2-3-2）。
　アジュバントに期待されるのは高い免疫賦活化能力である。その結果として、ワクチン

開発が難しかった感染症の克服が期待できる。また、今までのようにウイルスや細菌その

ものを使ったものではなく、より安全なリコンビナント抗原、いわゆるペプチドワクチン

でも、アジュバント添加により高い免疫原性を付加できるようになる。

　免疫システムが普通に働いているときには十分な免疫原性を示すワクチンでも、免疫力

の落ちた高齢者では十分な予防効果を引き出せなくなる。アジュバントを付加することで

高齢者でも十分にワクチンの予防効果を発揮させることができる。また、アジュバントを

添加することによって接種回数や抗原量そのものを低減できるので、同じ生産量でもより

多くの人に打てるようになり、抗原単位量当たりの原価を低減させることができ、非常に

大きいメリットになる。

　また、多混ワクチンというのが世界の流れであり、日本もその流れに追いつこうと現在

様々な開発を行っている。抗原種が増えることに対して、アジュバントが１つ１つの抗原

数の違いを超えて一定の免疫原性を担保するという形で、多混ワクチンに対してもアジュ

バントが有効に活用できるのではないか。

　アジュバントには広い汎用性が求められる。アジュバントだけを開発するのは非常に難

しく、特定のワクチンの開発の過程の中でそれに適したアジュバントを開発しているのが

今の実態である。ワクチンに対し専用のアジュバントを作らなければならないということ

になると、研究開発投資や期間を要し、それらはコスト増につながって製品価格を押し上

げてしまう。
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　注射だけではない新しい投与法として粘膜ワクチンがあるが、経皮、経鼻等の投与法に

よって免疫原性の獲得等が期待される。アジュバント１つで、２つ３つの投与法への応用

ができる、そういった視点でのアジュバントが期待されている（図 2-3-3）。
　免疫賦活の特性を解明する必要があると考えている。どうやって効くのか、それがなぜ

効くのか作用機序が解明されないと、安全かつ適切な価格のアジュバントの開発が難しく

なる。幅広い抗原への適応があり、対象への適応も幅広く、投与法への適応も広い、汎用

性が高いといった視点で開発されると、コストも抑えられ、製品化に結びつきやすい（図

2-3-4）。
　液性免疫と細胞性免疫の両方を賦活化するアジュバントが開発できれば、これまで開発

が困難であった病原体に対するワクチン開発につながる。また、新投与経路にもつなげる

ためには、単なるアジュバントではなくてデリバリー機能を有するものが必要となる（図

2-3-5）。
　院内感染症は大きな問題になっている。ワクチンは、数回接種し、最終的にブースト投

与を行って免疫を獲得させるものである。しかし院内感染症の場合は、事前に院内感染症

になるとわかっていて計画的にワクチンを打つのではなく、不意のアウトブレイクに対し

て、他の患者さんを守るために接種するという意味でワクチンを使う。打ってすぐ免疫を

獲得でき、ただし一時的で良い。そういった視点のワクチンやアジュバント開発も視野に

入れるべきではないか（図 2-3-6）。
　もちろん、高齢者や免疫力が弱っている集団に対する免疫賦活にも、アジュバントが必

要だろう（図 2-3-7）。
　多混化ワクチンとは、単に複数種を混ぜるのではなく、いわゆる多価ワクチンである。

子宮頸がんワクチンも、最初は２価から始まって４価、それから６価、９価と複数のウイ

ルスをカバーする多価ワクチンの開発が進んでいる。当然のことながら、抗原の種類が違

えばそれをカバーする方法論が必要になってくる（図 2-3-8）。
　少ない抗原量で幅広いワクチンに使えるアジュバントで、パンデミック発生時等に短期

間かつ広範囲にワクチンを供給できること。また、抗原量を少なくすることで安価なワク

チンを可能にすること。これらは結果的に、新興国や発展途上国の経済力に見合う形で提

供するという部分では必須となる。しかし、せっかく抗原量を少なくすることができても

添加するアジュバントが非常に高価だと、結果的に製品としてのワクチンも高くなる。非

常に使いやすく、安くて汎用性が高いアジュバントが実現すればワクチンの展開が大きく

広がると考えている。ワクチンは打てれば打ったほうがいいと思うが、水痘ワクチン、お

たふくワクチン、Ｂ型肝炎ワクチン等は、任意接種となっている。現状の医療財政を考え

たとき、安価なワクチンというのは必要になってくるのではないか（図 2-3-9）。
　これは今現在の最新の接種回数だが、接種回数を少なくするということは結局、価格が

安くなるということになる（図 2-3-10）。
　アジュバントの活用だけでなく、ワクチン開発でもそうだが、産官学が一体になる体制

が必要である。先生方の持っている自由な発想を何か新しいものに活用するといういわゆ

る探索型の研究がある一方で、直近で言えば新型インフルエンザの製造設備の設計・設備

化など、新たなワクチンではないがあるターゲット等を決めた上で、その目標に向かって

産官学が技術を持ち寄るという、成果イメージ共有体制がメーカーから見ると非常に重要

であると考えている。その意味で、ヒト・モノ・カネがどうしても重要になる。
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　国防という観点から、日本の国を守るのは日本のメーカーというスタンスで、ワクチン

製造基盤をきちんと確実に育成するため、国から指針、方向性を示してもらいたい。同時

に、助成も重要だと思う。

　国内の研究機関は、ワクチン研究の良いシーズを持っている。メーカーが持っているの

は GMP に則って製造するノウハウである。ただ、１つのワクチンに１つの工場を作るた

めには、膨大な投資が必要である。新型インフルエンザの製造工場は６カ月で供給という

政府の要請に応えるための、投資額も大きなプロジェクトである。投資額に見合う事業を

考えると、研究開発、事業化投資リスクの低減が必要となる。研究者の方は技術提供やワ

クチンをつくるシーズを、一方、メーカーは製品化ノウハウを持ち寄り、政府の強い指針

のもと研究助成という形で、１つのバーチャル機構で成果をまとめるという体制がよいと

考える。

　メーカーの観点から考えると、複数の会社が自分たちのノウハウを持ち寄ると知財、特

許の点で係争になりやすい点を越えなければならないと考えている。その部分の成果を共

有するという、メーカーの利害を超越したシステムが必要になる。一方、研究者側は基礎

研究を超えた実用化のための研究が必要になる。この部分は、正直言うと、最先端の研究

を目指す先生方からすると面白くない産業直結型研究になるが、それを目指すことで初め

て製品化ができる。

　現行の枠組みの範疇だけで取り組んでいると、法規制の問題や、１つの会社をバーチャ

ルに作るにしても超えなければいけない制限等が多い。そういったことを超越するのは容

易ではないが、国は特区に該当するようなシステム面のサポートと、資金面のサポートを

含めて、産学官の三位一体で何か方向性が見出せれば新しいワクチン研究を加速させ、日

本発の世界で通用するワクチンというものに結びつくと考える。

　日本には、多次元にわたる感染症領域の行政研究機関があるが、各種の提言にあるよう

に CDC（Centers for Disease Control and Prevention）のようなさらに踏み込んだ統一

的組織を設立し、日本を引っ張っていくという形をとっていただきたい（図 2-3-11）。

＜質疑応答＞
Ａ：アジュバントの作用が、獲得免疫における特定のミセルや抗体のレスポンスを上げる

ことにあれば、抗体やＴ細胞に対する特異性を突然変異等で下げてしまう病原体（HIV
や HCV やマラリアなど）に対しては、アジュバントだけで対応するのは難しいのでは

ないか。それを乗り越えるアジュバントのメリットを出せるのであれば良いが。

Ｂ：HIV、HCV、マラリアについてはおっしゃるとおりで、液性免疫だけのワクチンで

は対応できない。細胞性免疫も同時に不活化するような、今までとは根本的に違った考

え方で新しいワクチンをつくる必要がある。

Ａ：日本の国民のために良いワクチンを開発するのは当然のことだが、人口が減っていく

日本で開発にかかる研究費や製造設備等の固定費を考えると、日本メーカーは海外進出

が必要になるのではないか。

Ｂ：直接的な説明にはなっていないが、経済力に見合ったワクチンを製造する必要がある。

例えばインドのワクチンメーカーには、日本では 500 円から 1,000 円かけて製造して

いるワクチンを５セントで製造できるところがある。５セントというのは極端にしても、

１ドル以下で製造できる。そこに高価なアジュバントを入れるわけにもいかない。あと、
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東南アジアに工場を移すとワクチンの製造コストが劇的に下がるイメージがあるが、そ

れはない。ワクチンの価格は製造規模に依存する。日本のことだけを考えた規模で製造

工場を建てているとガラパゴス化するが、海外に持っていくことを考えて 10 倍の規模

の工場を建てると、それだけで単純にワクチンの価格は劇的に安くなる。加えて、抗原

量を下げ得る安いアジュバントを添加できれば、適切な価格で国内製造し、海外に持っ

ていくことができる。まずは東南アジアを対象とし、海外展開も含んだ戦略が必要だ。

Ｃ：日本のワクチン製造会社、製薬メーカーが知財を共有できるような形で共同開発の方

向を目指すことは非常に重要だと思う。それができないと、世界のメガファーマを考え

ると日本から世界に向けて新しいワクチンを出すのは難しい。現在の政府の状況を見る

と、ワクチン開発に予算を出せるか非常に懐疑的に思っている。やはり日本の製薬メー

カーやワクチンメーカーの開発費と大学の研究者の研究費を合わせた形で、先行して研

究を進めていくような考えでなければ、日本発のワクチン研究開発の仕組みはできてこ

ない。メーカーと大学が連携し、知財を乗り越えて開発して、政府が後追いするぐらい

でないと、これからの世界で飛び交うワクチン戦略に日本が勝てると思えない。あと、

パンデミックの６カ月後にワクチンができて対応できるのか。むしろ、次のワクチンの

ことを考える仕組みをつくったほうが良いと思う。

Ｄ：アメリカのシアトルで行われたワクチンのミーティングには、中国やインドから多数

のワクチン製造会社が参加していた。彼らは既に、世界に通用する基準で生産工程のバ

リデーションができることを世界的に認めてられている。日本の病院やワクチンメー

カーも世界基準に適応しないと、グローバルな競争に勝っていくのは難しいと思う。一

方で現実的な問題にもすぐに対応する必要がある。例えば、HIV の人にはＢ型肝炎の

ワクチンの効きが悪いが、生まれたその日に打てば効くことも知られており、運用面の

工夫で対応できることが日本にはいろいろとあるだろう。高価な新しいワクチンが本当

に必要な国は、実は貧しい国だったりするというジレンマの解消なども含めて、運用面

での工夫が重要である。課題解決を研究促進に頼るのみならず、運用面での工夫で対応

するという議論も必要である。

図2-3-1 図 2-3-2
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図2-3-3 図 2-3-4

図 2-3-5 図 2-3-6

図 2-3-7 図 2-3-8
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図2-3-9 図 2-3-10

図 2-3-11 図 2-3-12

図 2-3-13 図 2-3-14
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第２部：体制整備、社会普及に関する現状と展望等

「感染症臨床、感染症疫学等」
青木　眞　感染症コンサルタント＜サクラ精機㈱：学術顧問＞

　日本の感染症がずっと上手くいかないように見えるのは、感染症に関わる３分野（微生

物学、臨床感染症学、疫学）の割合が均等でないからだと思う。明治時代から突出して微

生物学の重点が高い。このアンバランスが今の日本の感染症に関わる問題を全部説明して

いると思う。従って３分野を適正な割合にしようということを提言したい（図 2-4-1）。
　具体的に、このアンバランスがどのような問題として表現されるか。一例を挙げると日

本は依然として結核の中流行国である。院内感染の事故があり、時々マスコミを賑わせて

いる。これは専門病院制度の弊害である。つまり、専門病院以外（「結核を診ない病院」）

では「結核患者は来ない」という前提で患者を診ているので、結核患者が入院すると発見

が遅れ、アウトブレイクにつながる（図 2-4-2、図 2-4-3）。
　結核は、例えば 100 人が感染しても 90 人は一生元気である。そして残り 10 人のうち５人

が１年以内、５人が残りの人生で発症するので、90 人の人は感染していることを知らない。

しかし、水疱瘡等と一緒で、一生生きた結核菌を密かに抱えて暮らしている（図 2-4-4）。
　結核というと、痩せていて、肺の上の方に影があるイメージを持つと思うが、我が国に

は一見健康な方が患者さんということが少なからずある。結核菌を抱えた状態であること

を知らずにジョギングしているお年寄りもいるが、それを見て「あの人、結核菌を持って

走っているな」と考える人は多分いないと思う（図 2-4-5、図 2-4-6、図 2-4-7）。
　もう１つ大事なポイントは、結核病院では、「結核になったからよろしく」と紹介され

てくる。すなわち病院に入ってくる時点で診断名がついている。これが昔の隔離の概念で

ある。例えば、「結核を診ない」という前提の○○病院に、先ほどの高齢の方が、自分と

しては結核のことは全然考えず、糖尿病や膠原病を治してくれということで入院してくる。

病院側としては「うちは結核を診ない病院」、患者さんは「糖尿病を治してよ」と言って

いる。しかも、その結核の発症の仕方は非常に非典型的である。高齢化等により免疫が低

下していると結核は結核らしく見えないことが多い。ステロイド等の免疫抑制剤を使って

いればなおさらである。そして患者さんも医療側も全く結核のことを考えていないので、

気がつけば大部屋で発症ということになって、事故になる（図 2-4-8）。
　最近の病院は、担当でない病気は診断できない。臨床的にはどの肺の病気も似ている。

例えば、咳と熱が出て息が苦しい、肺炎みたいと思って行ったらマイコプラズマ肺炎だっ

た。同様に咳と熱で肺炎みたいと思って行ったら、ある人は結核で、ある人はエイズの

カリニ肺炎だった、インフルエンザだった。どれも同じような症状である（図 2-4-9、図

2-4-10、図 2-4-11、図 2-4-12、図 2-4-13）。
　すなわち、どんな微生物の肺炎も肺炎である。咳が出て熱が出て、場合によっては息が

苦しい。そのときに、普通の肺炎球菌もあればレジオネラもあれば結核もあるし、新型イ

ンフルエンザもある。患者さんは近くの病院に行く。エイズ拠点病院とか、あるいはＳＡ

ＲＳ指定病院とか１類病院とかは関係ない。これらは患者さんが病院に入ってくる時点で

診断名がついているという前提である（図 2-4-14、図 2-4-15、図 2-4-16、図 2-4-17）。
　「うちは HIV 診ない病院」と思っているところは相変わらず素手で採血し、「うちは結
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核診ない病院」と思っていると慢性の咳も隔離しない。したがって、非常に危険になる。

「うちには何が来るかわからない。HIV が来るかもしれないし結核が来るかもしれないエ

ボラが来るかもしれない」と思っていると、素手での採血しない、咳が長い人はどこの病

院でも隔離する。担当する感染症など決めない方が安全である。米国では結核専門病院は

例外を除きもう無い（図 2-4-18）。
　「肺炎は臨床的には肺炎としかわからない」という括り方が必要だろう。○○指定病院

というのはかえって危険だということを HIV や結核が教えてくれた。何々の病院と決め

るよりも、何が来るかわからないのが病院だという整理が必要だろう。それが臨床的な括

りである（図 2-4-19、図 2-4-20）。
　最近、アシネトバクターの耐性菌が問題となっている。耐性菌が出ると、そのせいです

ぐ患者さんが亡くなると思っている方がいるが、それは必ずしも正しくない。本当は耐性

アシネトバクターが検出されるほど本来のがんや心疾患が悪化しているだけである。即ち

「アシネトバクターの検出」は患者さんの基礎状態が著しく死に近いという事を指してい

るだけである（図 2-4-21）。
　この事例が教えてくれたことは、実は耐性菌の出現が死に直結する訳ではないと言うこ

とである。ワクチンが効くか、抗生物質が効くかということは、最終的な患者さんの予後

を決定する要素のうちの１つでしかないという整理がとても大事である（図 2-4-22、図

2-4-23、図 2-4-24）。
　ペニシリンをはじめとする抗生物質の出現後も、肺炎球菌やインフルエンザによる肺炎

の死亡率はそれほど変わっていないというデータさえある（図 2-4-25）。
　現場で新しい感染症に対処する病院側は、非常にぎりぎりの状態で運営されている。病

院には、既に交通事故とか寝たきりとか心筋梗塞とかがんの患者さんが、肺炎で皆入院し

ている。これは誇張ではない。したがって、新型○○であっても肺がんであっても、肺炎は肺

炎として括る、そういった整理が非常に重要である（図 2-4-26、図 2-4-27、図 2-4-28）。
　臨床医にとっては、新型インフルエンザの肺炎も肺がんの肺炎も、ある意味で「治療が

必要な肺炎、入院が必要な肺炎」である。したがって、微生物の名前というのはある意味、

それほど大きなインパクトはない。原因微生物名が何であっても肺炎は肺炎。原因にかか

わらず入院が必要ならば入院が必要。こういった整理が重要である（図 2-4-29、図 2-4-
30、図 2-4-31、図 2-4-32）。
　日本で一番弱い感染症の分野は疫学ではないかと思う。臨床もかなり弱かったが、ある

程度改善している。疫学分野は、恐らく現在の 100 倍ぐらいの人数が必要なのではない

かと思う（図 2-4-33）。
　スカイツリーから電波が出てテレビがよく見えるとする。観光名所なので、スカイツリー

の近くに屋台が出る。いろいろな餌が落ちるのでたくさん鳥が寄って来る。すると、糞等

で汚れてテレビが映らなくなるとする（図 2-4-34）。
　微生物の専門家は極めて狭い部分を拡大するので恐らく羽根１枚程度しか見えない。臨

床医はもう少しアングルが広いので、鳥が悪いとわかるかもしれない。疫学で初めて「テ

レビが映らないのは屋台のせいだ」と、根本的な原因を見出すことができるかもしれない

（図 2-4-35、図 2-4-36、図 2-4-37）。
　感染症の問題を正しく把握するためには、広い視野が必要である。ワクチンが本当に効

いているのかといった、学問的にきちんと整理された測定というのは３分野がアンバラン
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スでは始まらないと思う（図 2-4-38、図 2-4-39、図 2-4-40）。

＜質疑応答＞
Ａ：日本の感染症研究では微生物学が非常に重要視されているとのことだが、我々が調べ

た範囲では日本の大学から細菌学、あるいは微生物学という研究室がなくなり、それら

が免疫学の方に入ってしまっている。感染症についてどのように日本の学問が流れて

いったか、また、その点についてどのように考えているのか。

Ｂ：日本は、行ったことに対する結果を正確に評価することをあまり好まないのではない

か。皆でやったということには非常に高い価値があるが、それに全く意味がなかったと

か害があったといったことには目を向けたくないのではないか。疫学無しにはワクチン

のディスカッションができないはずだが、疫学が無い状態がずっと続いていることから、

そういったカルチャーがあるのではないかと薄々感じている。もし、本当にお金がない

中で患者さんを助けようとするならば、既に帰納的に上手くいくとわかっている手法が

あれば、ブラックボックスであってもそれを積極的に採用する必要がある。

Ａ：疫学が非常に弱いというのは私たちも非常に痛感している。

Ｃ：昔の日本では、感染症疫学を行う際に、病名で見ながらそれらしいものしかデータを

集めていなかった。つまり、微生物の裏づけが殆ど無く主に病名で見てしまっていた。

その後徐々に微生物的な裏づけを求めるようになってきているのは非常に良いことだ

が、ある病気と微生物が１対１の関係であるように強くとらえているのではないかと思

う。しかし、例えば肺炎も多様である。疾患全体の動きは、微生物でとらえる部分とあ

る一定の症状を持ったグループの動きで初めて明らかになるのではないかと思う。

Ａ：細菌学という非常に重要な分野が免疫分野に入ってしまい見えなくなってきた気がす

る。細菌学の研究者が、感染系や医科系に行かなければならない状態が各大学で起こっ

ているのではないと心配している。

Ｂ：患者さんを見ていると、感染症は個人、個人、特有な微生物と免疫反応のありかたで

決まっている。微生物のみ、免疫現象の一部のみ解析していても患者さん個人の出来事

として把握する事はできない。やはり臨床的な軸も大事である。また同じ微生物による

感染症も各個体の個性によって違ってくるので、集団全体として把握される疫学が必要

となる。この臨床感染症学と疫学が基礎研究と同等に強力に推進される必要があると思

う。それがずっとなされないままに来ているため、日本では感染症の問題が繰り返され

ている。臨床と疫学のバランス低下が、感染症問題の根幹だと思う。

Ｄ：若い人で微生物学をやろうという人はとても減っていると思う。微生物学の研究者が

免疫学に行ったのは、免疫学が新しいからだと思う。私は、若い人を刺激するのはオリ

ジナリティだと思うし、アカデミアがそれを失うとどうしようもない。一方で、青木先

生の先ほどのご発表に対しては、かつて患者さんに病原菌の名前を当てはめた医療体制

をとってきたのは、ある病院が結核を含めたあらゆる患者を受け入れると言った場合、

果たして一般の人がそこに行くかどうか分からなかったため、行政が病名で分けなけ

ればいけないと考えたのではないか。それが結核の歴史であり HIV の歴史と思われる。

日本は、元来と感染症の負荷が低い国であったので、専門病院性が有効に効いてきたの

ではないか。しかし、その前提が崩れてきている以上、既存の体制は変えていくべきだ

と思う。
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図2-4-1 図 2-4-2

図 2-4-3 図 2-4-4

図 2-4-5 図 2-4-6
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図2-4-7 図 2-4-8

図 2-4-9 図 2-4-10

図 2-4-11 図 2-4-12
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図2-4-13 図 2-4-14

図 2-4-15 図 2-4-16

図 2-4-17 図 2-4-18
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図2-4-19 図 2-4-20

図 2-4-21 図 2-4-22

図 2-4-23 図 2-4-24
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図2-4-25 図 2-4-26

図 2-4-27 図 2-4-28

図 2-4-29 図 2-4-30
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図2-4-31 図 2-4-32

図 2-4-33 図 2-4-34

図 2-4-35 図 2-4-36
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図2-4-37 図 2-4-38

図 2-4-39 図 2-4-40
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「感染症疫学（サーベイランス）、情報収集・解析・発信等」
岡部　信彦　センター長＜国立感染症研究所感染情報センター＞

　国内におけるサーベイランスがどういう形で動いているかを中心に紹介する。自身のい

る部門は感染症情報センター、英語では Infectious Disease Surveillance Center。サー

ベイランスセンターと言っても当時一般に理解されないと言うことで、情報センターとい

う名前がついた（図 2-5-1）。
　「サーベイランス」には全体から見下ろして監視すると言う意味がある。病気を全体か

ら見て監視、注視、注目すると言う考えでセンターを運営している（図 2-5-2）。
　感染症のコントロールは、ワクチンなどによる予防、あるいは感染症が発症した人を診

断し、適切に治療するという多面的対応が必要。それらの判断の基本データになるのは、

その病気はどういうものか、数としてあるかないか、多いのか少ないのかと言うことなど

であり、国としてきちんと状況把握しなければならない。それがサーベイランスである（図

2-5-3）。
　サーベイランスでは、なぜその病気がそこにランクされて、その病気のどのようなデー

タをとらなければいけないのかという意義を明確にする必要がある。そして、情報を集め

る際には、発生した時だけではなく、普段から情報を集めておき、そこから異常を察知す

る必要がある。集めた情報は正しく定期的に速やかに分析し、そしてフィードバックする

必要がある。正しいフィードバックにより、情報提供側とセンターとがお互いに歩み寄る

ことができる。

　日本の感染症サーベイランスというのは明治 30 年の伝染病予防法による届け出制度に

さかのぼる。法定伝染病に限られるが、過去と現在のデータを比較することも可能。感染

症の重要性や、臨床現場へのデータフィードバックの必要性から、小児科医と国立予防衛

生研究所、あるいは衛生研究所などが自発的に集まり、昭和 50 年代から定点サーベイラ

ンスを開始し、感染症全般のサーベイランスが始まった。厚生省がそれを事業化した。し

かしその頃はそのデータに基づいた速やかな対応、という視点は乏しかった。そこで、迅

速な情報フィードバック、そして対応（リスポンス）という考えを加え、感染症法（平成

11 年）による感染症サーベイランスが規定された（図 2-5-4）。
　現在の感染症サーベイランスの制定にはずみがついたのは、1996 年、大阪堺市の

O-157 事件である。当時、病気そのものの理解は臨床の現場ではすでに知られていたが、

それを情報共有し、まだ発生していない場所での対応に活かすというメカニズムはなかっ

た。1 万名以上の患者さん、そして 13 名の死亡者が出た。これが迅速な対応を含めた感

染症法を制定するきっかけになった（図 2-5-5）。
　現在の日本の感染症サーベイランスは、諸外国に比べてもかなりシステマティックであ

る。感染症の発生は、臨床現場から保健所に届け出られ、保健所から自治体、厚労省、そ

して我々研究所へ電子化された形で連絡が入る。公衆衛生上監視すべき感染症に対して

は、地方衛生研究所で病原体の検索を行っているが、その技術的なサポートは感染研が対

応している。加えて、日本にユニークな点は、血清疫学調査（健康者からの血清をストッ

クし、ワクチンで予防可能な感染症について、抗体反応により感染率を計測する）も継続

して行っている（図 2-5-6、図 2-5-7）。
　病気に関する情報の収集は、医療機関から一例でも届けていただく全数報告と、定点報
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告と言って一部の医療機関に報告を依頼して代表値を得るものがある。感染症法に決めら

れている一類から四類と五類の一部は全数把握対象である。五類で患者数の多いものは、

定点把握対象となっている（図 2-5-8、図 2-5-9、図 2-5-10、図 2-5-11）。
　この類型の根拠に、若干ロジカルでない部分があるので、類別の対応が現実に即さない

場合もある。五類の場合は病気の状況、感染症の発生状況の報告のみで、何か特別なイン

ターベンションをかけることになっておらず、対策上の大きい問題点でもある。最近、薬

剤耐性アシネトバクターバウマウニも病院定点報告疾患に入ったが、必要性と報告の意義

の詳細についての議論が余り科学的に行われていなかったように思う（図 2-5-11）。
　病原体サーベイランスについては、地方衛生研究所での分析が重要で、それらのデータ

を我々のところで公衆衛生学的に必要な病原体報告として纏めている。

　血清疫学調査については正常な血清を保健所で集め、衛生研究所で標準的方法で測定す

る。これによって、例えば麻疹、ポリオに対する日本人の抗体保有状況を見る、というサー

ベイランスも行っている。残血清の内、保管に同意されたものは、血清銀行（運営母体は

国立感染症研究所感染症情報センター）で保管している。過去 30 年以上にわたる血清サ

ンプルが、現在約 15 万検体保管されている。これを利用することで、新しく出てきた病

気に対して、過去にその抗体を持っていた人がいたかどうかを検証できる。例えば、新型

インフルエンザと言われながらも高齢者は抗体を保有していたことも、このようなデータ

から把握できる（図 2-5-12）。
　感染症法に基づくサーベイランスは感染研情報センターが担当することになったが、

IT の発達と相まってホームページを通して情報発信する形態が非常にポピュラーになり、

誰でもアクセスできるようになった。そのような点からもプライバシー情報の保護には格

段の配慮が必要である（図 2-5-13、図 2-5-14）。
　感染症の発生現場に行って調査をするという実地疫学そしてアクティブサーベイランス

（現場での疫学調査）の必要性が世界的にも認識されている。国立感染症研究所では実地

疫学専門家を養成するコース（FETP-J：Field Epidemiology Training Program Japan）
を実施しており、今年は 14 年目になる。いろいろな課題はまだあるが、トレーニングを

受けたそれぞれの人が自治体に戻って専門家になり、あるいは大学で教育に携わるといっ

た形で、かなりの人材を輩出した。現在、ASEAN の国の中では、この FETP のトレー

ニングを共通に必要なものとして、感染症の情報の共有化を、国境を越えた形で進めてい

る（図 2-5-15）。
　現在の課題の１つは、感染症の発生を如何に早く検知するかという点である。現在の

多くは診断名が決まってからの届出が中心であり、情報が入ってくるのはその分遅い。

2009 年新型インフルエンザが発生したが、８月、それから９月と増えていく発生動向を

折れ線グラフで見てみると、１週間ごとの報告なので遅れがある。一方全国の調剤薬局約

4,000 カ所の協力を得て、タミフル等の抗インフルエンザウイルス薬のその日の売上（処

方箋枚数）が、翌朝には私たちのサーバに入るようなシステムを組んだところ、その売り

上げ状況はインフルエンザの発生件数と見事に一致し、しかも発生動向調査よりも迅速に

素早い発生状況の把握ができることが示された。まだ公的なものではないが、データを見

る際の大きなバックボーンとして育ってきた（図 2-5-16、図 2-5-17）。
　感染症が発生すると、「メディアは正しく伝えてくれないではないか」といった声が必

ずでる。しかしながら、きちんと正しく伝えてもらえるような努力をしているかが問題で
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ある。国立感染症研究所の情報センターではこの 10 年間月に１回、定期的にメディアと

の勉強会を実施している。何か発生があるとこのメンバー（約 100 社、百数十人登録さ

れている）に集まってもらう形もとっており、説明がしやすくなっている。ただし、これ

は行政的な対応ではなく、あくまで感染症に対するテクニカルな説明を行うという視点で

行っている。新型インフルエンザが発生した時、２日毎ぐらいで、関連の勉強会を実施し

た。ただ、これをやると逆に目立つようなところがあり、結構なプレッシャーもある（図

2-5-18、図 2-5-19、図 2-5-20）。
　臨床部門、研究部門、それから公衆衛生行政がお互いに理解と協力と連携することが今

後さらに必要である。これは行政関係の人に多い言葉だが、「吸い上げる」とか「届けさ

せる」という表現が使われる。これは絶対にやめるようにと言っている。「届けてもらう」

ことによって全体を把握し、そこから情報の共有が始まる（図 2-5-21）。
　技術的には、入力、分析、還元の省力化を進める必要がある。確かに IT が出てきて効

率が上がったが、これを更に有効に使うための資金が絶対的に不足している。感染症対策

のためには、迅速な緻密な情報処理をもっと考える必要がある。病名だけではなく、様々

な視点を盛り込む必要がある。そのためには感染症の専門領域、疫学領域、さらに数理統

計の人材も不足している。また現在は慢性感染症のデータがとりにくい。それから、感染

症と思われるけれどもボーダーラインにあるような疾患はサーベイランスの対象にはなっ

ていない。そしてアウトブレイク対応という形で迅速に把握するシステムがまだ足りない

（図 2-5-21）。
　情報還元の対象は、現在、専門領域の方が主な対象だが、一般の方がどうやって情報を

利用できるようにするかについては課題である。報道機関への対応は常に課題である。ま

た感染症は個人情報がないとデータの分析ができないので、個人情報の保護と情報還元の

バランスをどうとるかも課題である。ほとんどの国内サーベイランスデータは日本語で作

られており、国際的に情報を提供しているかというと問題はまだ多い。海外に日本の状況

を伝えることができずに、なぜ日本のデータはなかなか来ないのだといったクレームも出

てくる（図 2-5-22）。
　非常時に備えたデータの分散保存も必要。また、国際協力も重要である。アジア、パシ

フィックでもいろいろなネットワークが出てきて、この情報を共有するだけではなくて、

それらをどうやって再集合させるかというところが課題である。現在、WHO ではアジア

パシフィック・エマージング・ディジーズというような名前をつけたネットワークを強化

しようとしているし、ASEAN のグループは ASEAN ＋ 3（日中韓）で情報の共有化、あ

るいはアウトブレイクの対応を共有していこうと動いている（図 2-5-23）。
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図2-5-1 図 2-5-2

図 2-5-3 図 2-5-4

図 2-5-5 図 2-5-6
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図2-5-7 図 2-5-8

図 2-5-9 図 2-5-10

図 2-5-11 図 2-5-12
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図2-5-13 図 2-5-14

図 2-5-15 図 2-5-16

図 2-5-17 図 2-5-18
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図2-5-19 図 2-5-20

図 2-5-21 図 2-5-22

図 2-5-23
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「海外とのネットワーク構築、連携等」
岡本　仁子　チーフ＜（独）理化学研究所新興･再興感染症研究ネットワーク推進センター＞

　まず、文科省が海外に展開している新興・再興感染症研究拠点形成プログラム（J-GRID）

という活動について説明する。その後、感染症のアカデミア研究を対策にどう役立てるの

か、そのためにどのようなコラボレーション強化が必要かを述べる。

　2005 年に文部科学省の委託費プロジェクトとして始まった J-GRID はアカデミア研究

を支援するものであり、対策とは別のものとして考えるのが前提となっている。しかし感

染症研究は多くの場合対策に役立つことを念頭に置いており、両者を区別することは難し

い。「研究者の興味」でもある「研究」と、対策との間で良い相互協力関係を構築するのには、

研究側も明確な目的意識を持ち、それに向けた努力を重ねる必要があると考えている。

　新しい感染症の大きな流行は、ほとんどの場合、日本以外の世界のどこかの国で起きて

いる。そのサインをいかに早くキャッチして、いかに早く対策を立てるかという公式情報

収集ラインが世界各国で確立されている。そして WHO を中心として、各国行政機関が

対策のための情報収集を継続している。これに加え、新しい感染症の発生や流行の情報を

いち早く得るために、現地で実際の検体を用いて研究することによって、より先回り的な、

そして正確な情報を得ることが出来る。これは現地で研究し続けていなくては入手できな

い「情報」である（図 2-6-1）。
　J-GRID は文部科学省の委託費で 2005 年から 5 年間のプロジェクトとして始まった。

発端は SARS の流行で、その時日本にサンプルが１つも入ってこず、国内だけでは何も

できなかった。他国にいきなりくれと言ってもサンプルが入手できる時代ではない。流行

国との信頼関係が第一に重要であるが、具体的には実際に現地で共同活動を継続している

ことが必要となる。そこで、アフリカとアジアの 8 カ国に全部で 13 カ所の共同研究拠点

を形成した。そこに日本の大学や研究機関の研究者が実際に行って、住んで、その国の研

究者と一緒に現場のサンプルで感染症の共同研究をする、それをネットワーク化している

のが J-GRID というプロジェクトである。J-GRID のネットワークをサポートする組織が

CRNID である（図 2-6-2）。
　J-GRID の利点は、生物多様性条約、トランスファー・アグリーメント（MTA）を順

守しつつ、日本の研究者が現地のサンプルや患者さんにアクセスできること。結果として、

流行地や途上国、さらには世界全体への国際貢献につながり、日本の感染症対策に役立つ

情報が出てくるというコンセプトで運営されている（図 2-6-3）。
　今の時代、感染症研究がどの程度重要であるかという議論を耳にすることもあるが、現

代だからこそ最先端感染症研究が必要である。例えば新興感染症の大きな発生源である人

獣共通感染症を防ぐための研究（動物ウイルスの先回り研究）、小児の結核診断の迅速化

技術開発、流行国特徴的な病原性メカニズムや薬剤耐性機構の研究等が挙げられる。それ

らを対策に反映させていくことが重要である（図 2-6-4）。
　他国の例をあげると、例えば米国では、CDC が 60 カ国以上と 295 の契約を結んで、

世界中から情報収集している。米国 NTI は、ロックフェラー財団から資金を得て、サー

ベイランスのプロジェクトを数多く実施している。米国微生物学会（ASM）は海外部門

を持ち、CDC と協力して幾つかのサーベイランス関連プロジェクトを実施している。た

だしこれらはすべてサーベイランスと情報収集が主な活動であり、基本的にラボ研究は行
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われていない（図 2-6-5）。
　途上国等で実際に研究施設を持ち、常駐研究者をおいて実施している活動は、イギリス

のウェルカムトラスト資金によるものと、フランスパスツール研究所のネットワーク、そ

して日本の J-GRID だけである。

　イギリスは、ウェルカムトラストの資金で、タイにオックスフォード・マヒドン大学

熱帯医学研究ユニット（MORU）を作り、30 年以上の研究実績がある。抗マラリア薬ア

ルテミシニンの有効試験は MORU が実施した。1979 年からここの責任者であるニック・

ホワイト教授は、この活動の目的として「熱を出して寝ている子供がいれば、例え地方の

村の小さなクリニックでも、その熱の原因を特定し治療できる体制を作り上げる」と述べ

ている。ウェルカムトラストからの評価は非常に厳しく、特にサイエンティフィックな

成果が厳しく求められる。最初の 5 年は論文が出なかったが、今では年間 100 報以上を

出している。WHO が改訂を続けているマラリア診断ガイドラインは 2004 年以降、その

内容の 70％は MORU の研究グループの成果となっており、こういった社会への“イン

パクト”が、論文よりもはるかに重大な成果であると彼らは強調している（図 2-6-6、図

2-6-7）。
　フランスのパスツール研究所も、海外ネットワークを組み、世界の 30 か所に拠点を設

置し現地で研究を行っている。最初の海外拠点設立から120年という最も古い歴史を持ち、

途上国からの信頼も篤い（図 2-6-8、図 2-6-9）。
　東南アジアでは、この両者の研究基盤を利用することによって派生したプロジェクトも

展開している（図 2-6-10）。
　日本の J-GRID は世界で 3 番目に国際研究ネットワークを展開した、研究者常駐型の

感染症研究プロジェクト。その後日本では JST と JICA が共同で進めている地球規模課

題対応国際科学技術協力（SATREPS）が始まり、その中にも感染症研究が含まれる（図

2-6-11、図 2-6-12、図 2-6-13）。
　J-GRID 拠点設置から５年が経過し多くの成果が出てきつつある。インドの拠点では、

病院での重症下痢症アクティブサーベイランスを実施、コカルタ州だけでも少なくとも

4,000 人のコレラ患者がいるという結果を得た。この数字から単純計算するとこれまで全

世界で 13 万人とされていたコレラ患者（2005 年 WHO 発表）をはるかに上回り、イン

ド全土では 40 万人規模のコレラ患者がいると推定された（図 2-6-14）。
　東北大学のグループは、フィリピンの重症呼吸器疾患の小児の中に EV68 という新種

エンテロウイルス感染があることを発見し、世界がこのウイルスの重要性を認識するきっ

かけを作った。これを受けて米国 CDC は世界中の EV68 罹患者数をまとめ、東北大学グ

ループと共著で発表した。タイでの研究では、入院患者から新型ブタレンサ球菌が発見さ

れた。こういった成果は、現地で臨床サンプルを入手・解析できないと絶対に得られない

ものである。その他にも主要雑誌に掲載される研究成果が多く出ている（図 2-6-15、図

2-6-16、図 2-6-17）。
　研究論文に繋がる成果は出るようになったが、最終的な目的は日本への還元、グローバ

ルな社会への貢献。J-GRID では東南アジア、アフリカ地域において実態解明と基盤研究

を進め、その成果を迅速に英語論文にて発表することで世界に向け情報発信し、その中で

日本の若手研究者の人材育成をしている。最後には、やはり対策につなげたい。その研究

基盤がやっとできたところ（図 2-6-18）。
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　J-GRID で形成した基盤を、感染症対策と連動させていく形で有効活用していく新たな

仕組みが重要。日本の若手研究者の育成のために活用すると同時に、臨床医が感染症に接

する機会にすることもできる。基盤を利用したプロジェクト型研究にも活用し、海外ネッ

トワークとの協力もできるだろう。しかしながらここまで組み立ててきた基盤を維持する

仕組み、ファンディングが 2014年を以て終了する。その後の戦略が必要である。日本では、

何か問題が起きたときに単発的にプロジェクトが立ち上がることが多い。口蹄疫の時もそ

うであった。しかしながら、感染症をコントロールしていくためには、サイエンスベース

で論理的に考えた長期戦略が必要である。成熟した先進国としての日本は、やはり基盤に

粛々と研究資金を投入することが必要であろう。何かが起きたときに単発的にプロジェク

トを動かして 5 年で終わる繰り返しは、考え直すべきである（図 2-6-19、図 2-6-20）。
　基盤というのはすなわち人材である。日本は今のところ化学、材料、物理が強く、ライ

フ系では免疫が強いけれども、実際に生のウイルス、生の細菌を扱う人が減ってしまった。

感染症分野の人材育成には、サンプルがある場所、患者さんのいる場所を使うことが必須

である。これまでつくり上げてきたシステムを長期的に活用できるようにするファンディ

ングの仕組みを是非 JST に考えて欲しい（図 2-6-21、図 2-6-22）。

＜質疑応答＞
Ａ：基礎研究不要論を展開したいわけではなく、もし基礎の先生方の努力が米国と同じな

のにアウトプットが負けている現状があるとしたら、疫学や臨床的なガイダンスが十二

分にある中で、独りよがりでない基礎研究を進めるべきであると考えている。自身が米

国で在籍したケンタッキー大学やハーバード大学との違いは、博士研究員（PhD）の

数にある。パワフルな研究所には必ず多数の PhD を中心とした基礎研究者が在籍して

いる。確かに基礎研究が強い所から、良いアウトカムが出る。しかし、基礎研究者のオ

リエンテーション、本当に現場で何が必要なのかを知るためには必ず疫学者と臨床医が

必要である。下痢ならば、分子生物学研究成果の系統樹よりも、トイレが喜ばれる現場

もある。最終的な国益を、何を基準として表現するかによるが、自身としては疫学的デー

タを基本とした評価を強化すべきと考える。基礎研究が不要な訳ではない。

Ｂ：疫学も研究の１つであると考える。感染症の研究プロジェクトは、その地域での疫学

調査から始まって、何が起きているのかの把握から、必要な対策の考案、そして研究へ

と発展させていくやり方が多い。やはり、正確な統計数字を出した上で、分子生物学的

研究や対策へと発展させていく一連の流れが必要だ。

Ｃ：疫学や臨床的なガイダンスと言う視点からの質問だが、J-GRID の拠点の場所と数は

どういう理由で、どのようにして選んだのか。

Ｄ：競争的資金なので公募をかけて、手を挙げた大学から選択した。

Ｃ：その選抜方法は、基礎研究からのボトムアップになっていないか。

Ｄ：もともとは完全にボトムアップだ。しかしながら、その拠点をつくる際に相手国と調

整して、現地のニーズとの擦り合わせを経て、課題を設定した。
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図2-6-1 図 2-6-2

図 2-6-3 図 2-6-4

図 2-6-5 図 2-6-6
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図2-6-7 図 2-6-8

図 2-6-9 図 2-6-10

図 2-6-11 図 2-6-12
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図2-6-13 図 2-6-14

図 2-6-15 図 2-6-16

図 2-6-17 図 2-6-18
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図2-6-19 図 2-6-20

図 2-6-21 図 2-6-22
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「情報発信、ワクチンの評価等」
岩本　愛吉　教授＜東京大学医科学研究所感染症分野＞

　情報発信は大変重要であるが、誰が、誰に向かって、何を目的に、どういう手段で発信

するのかが重要である。感染症に関する情報は、大臣や厚生労働省等だけでなく、国立感

染症研究所やメディア、あるいはアカデミア等様々な発信源から発信されている。誰に発

信するのかについては、先程のプレゼンテーションにも国民一般、メディア、医療関係者、

あるいは患者、健常者などが挙げられていたが、大事なポイント（図 2-7-1）。
　2009 年のパンデミックインフルエンザの際は、最初に内閣府に対策委員会が作られ、

国として対応することははっきりしたが、その後、当初想定していた重症の高病原性鳥イ

ンフルエンザではなく、病原性もさほど高くなかったからか、途中から厚生労働大臣から

の発信が非常に強くなったと思う。さらに、政権交代があり、徐々にマスコミへの情報発

信が厚生労働省内部からになったように記憶する（図 2-7-2）。
　2009 年のインフルエンザはメキシコ辺りから発生したが、中国はメキシコでパンデミッ

クが起こったときに北京、上海への飛行機の乗り入れを禁止した。対策としての有効性や

是非はともかく、非常にドラスティックな形をとった。一方、日本の感染症対策の多くは、

WHO 等の国際機関等への対応が主であるように思う（図 2-7-2）。
　中国衛生部の陳竺部長（日本の厚生労働大臣に相当する）が主導して 2009 年 8 月に北

京で開かれたインフルエンザ会議は、元々、医学雑誌 Lancet の主催する高病原性鳥イン

フルエンザに関するシンポジウムとして青島で開催する予定だったように記憶する。ブタ

由来の新たなインフルエンザが急速に流行拡大したことを受け、急きょ国として北京で

開催することに切りかえたようだった。WHO の当時のインフルエンザの責任者（Keiji 
Fukuda 氏）、Lancet の Horton 編集長、メキシコ、韓国からは保健大臣が参加した。こ

のようにインフルエンザに関するサイエンスのミーティングを国の（パンデミックに関す

る）情報発信の場とし、国際的に意思表示したことについては日本も見習うところがある

のではないか。

　国民に対して情報発信する場合、国民の許容性、パニック誘導のリスク等から、発信の

やり方もとても大切である。感染症には隔離が必要なものが多いのは事実だが、差別、偏

見、蔑視等を誘導する可能性にも配慮して発信される必要がある（図 2-7-3）。
　例えば性感染症のように、予防可能な感染症に罹患するのは自業自得であるという考え

方も根強いのではないか。HIV/AIDS を例に取ると、妊婦の 30％が感染している等、ア

フリカでは国民全体に感染拡大が見られる国が多い（Generalized Epidemic）。他方、日

本を含むアジアの多くの国では、Key Affected Populations（KAPs）と呼ばれる集団に

感染が集中している（Focused Epidemic）。このような場合、特定集団に対する予防啓発

の発信は極めて重要である。一方、これを差別意識と結びつけないよう、どのように国民

全体に発信するかも重要である（図 2-7-4）。
　異なる感染経路をもつ疾患も問題である。血友病者はかつて凝固因子製剤で HIV に感

染した。性行為で感染する人もいる。今のところ日本では非常に頻度が低いが、薬物使用

による感染も問題になりつつある。例えば健康問題と法的問題、そのどちらとして取り扱

うのか、合意をいかに国民の間で作るのか、非常に難しい。

　メディアへの情報発信の場合、流行が急激なものか、慢性的に持続しているものかによ
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り、発信側と受取側の目的がずれる場合がある。報告に基づいて数値を発信しても、急激

な流行であればスクープとしてニュースに取り上げやすいこともあるようだが、慢性的な

増加であればニュースとして記事にしにくいと判断される場合もある（図 2-7-4）。
　厚生労働省の担当者や、大きなメディアの担当者は頻繁に代わる事が多い。長期にわたっ

て感染症を扱っているメディア関係者を大事にする必要性と、人材育成に関するメディア

側の意識向上の必要性がある（図 2-7-4）。
　情報発信を予防啓発の一環として考える場合、KAPs への情報発信も重要である。日本

では今、男性同性愛者の性交渉によって HIV が非常に増えているが、ある集団に対し集

中的な情報を有効に届けられれば、効果的な感染症対策となる可能性がある（図 2-7-4、
図 2-7-5）。
　1990 年代にアジアで最初に HIV が問題になった東南アジア（タイ、カンボジア）では、

当時のタイ厚生大臣が、「100％コンドーム作戦」を行い、90 年代前半にタイやカンボジ

アの新規感染者が減った。当時の流行の大きな要因であったブロッスル（特定の場所での

買春、コマーシャルセックスワーカーによる感染の拡大）に対してコンドーム適性使用の

指導を行き渡らせることが非常に役に立った。ところが性産業が分散化している現在、一

旦感染の削減に成功した国でもコマーシャルセックスワーカーや買春による感染をコント

ロールすることは容易ではない（図 2-7-4、図 2-7-6）。
　患者さんへの情報発信も重要である。インフルエンザ等短期的な感染症（Limited 
Infection）の場合は、罹患中に気を付けることや回復期の過ごし方等、治癒期の情報を

流していくことも大事である。一方、HIV などの慢性疾患の場合、継続的な服薬の重要

性や、服薬中の予防策継続の必要性についての情報をクリニック等で発信しなければなら

ない。情報発信による対策は、多層的である必要があるのではないか（図 2-7-4）。
　タイやカンボジアにおける 1980 年代から 90 年代の HIV の流行は、少数のドラッグユー

ザーから始まり、女性のコマーシャルセックスワーカー、顧客の男性、その妻そして子と

流行の波がかなり明確であった。一方、現在の流行は、コマーシャルセックスワーカー、

ドラッグユーザー等に加えて、男性同性愛者、高齢者、大型プロジェクトに伴って動く労

働者等、新たな KAPs にも拡大し、ますます複雑になっている（図 2-7-6）。
　日本国内において右肩上がりに増加している感染症は決して多くはないが、HIV 以外

に、梅毒や赤痢アメーバなどが挙げられ、男性同性愛者の中での拡大が目立つ（図 2-7-
7）。
　急性Ｂ型肝炎は要注意である。国全体の効果的な取り組みによって母子感染が激減した。

そのため、若い世代のＢ型肝炎キャリアが減少し、図に示す傾向となっているものと思わ

れる。しかし、Ｂ型肝炎ワクチンが定期ワクチンとなっていないために、抗体保有率がど

んどん減少している。思春期以降に性行為によって急性Ｂ型肝炎を起こす症例は今もかな

り多いことから、感染症を克服したが、結果として国民が感染に対して無防備になってい

る一例でもある（図 2-7-7、図 2-7-8）。
　別の例としてＡ型肝炎が挙げられる。1970 年代は約 5 割の人が、20 代にＡ型肝炎ウイ

ルス抗体陽性となった。1984 年にはそれが 30 代、94 年には 40 代となっており、今は

恐らく 50 歳迄の日本人はほとんど保有していない（図 2-7-9）。
　感染前の人たちにいかにメッセージを出していくか、また一般国民に対してどのように

情報発信を行うのか、ワクチン政策をどのように構築するのか、工夫が必要である。その
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他の感染症においても、情報提供の難しさはある。腸管出血性大腸菌の感染症は 1980 年

代から知られていたが、日本では 1996 年に大規模な集団感染が発生した。その後報告数

は高止まりしているが、報道されることは少ない。一方、2011 年夏のように、集団発生

が起こると突然、特定の食品、会社、レストランなどがバッシング対象となる。平常時に

いかにリスクを伝えるかも大事な点である（図 2-7-10）。
　ワクチンに関しては、予防接種法の中にワクチンで予防できる疾患名を記載すべきと個

人的には思っているが、法律に書くと救済、公費負担の是非、接種の優先順位など様々な

ことに関わってくるためなかなか記載できないのが現状。体制に関しては、日本にも米国

の ACIP（Advisory Committee on Immunization Practices）のような組織が要ると思う

が、国内組織のどこに設立するかという議論が必要。副作用障害については厚生労働省の

中に法曹界関係者も加わった不服申し立ての審査機構がある。ただし、最終的に却下され

た場合においても、国民は新たに裁判を受ける権利がある。この場合、審議は司法の場に

移管され、全く新たに議論されることになる。場合によっては、個人の救済ばかりではな

く、保健医療行政に大きな影響を及ぼすこともある（図 2-7-11）。
　病原体の発見は世紀の変わり目に大きなピークがあった。19 世紀末にはコッホが開発

した細菌の分離培養技術の発展が菌の発見ラッシュにつながった。20 世紀後半以降の微

生物発見ラッシュは、分子生物学の発達に拠るところが非常に大きい。治療薬はこの間に

沢山開発され、もう人類は感染症を克服したのではないかと思われた時代があった（図

2-7-12）。
　しかしグローバル化により、新たな病原体が出てくると飛行機等ですぐに広がるように

なった。また普及型の電子レンジが出てきたときに、腸管出血性大腸菌感染症が新たに起

こったように、食品生産や調理法の技術改変という進歩に伴う新しい感染症の発生例もあ

る。必ずしも世の中の技術的な発展がすべての感染症を無くすのではなく、感染症の負

荷の多いところに新しい技術が持ちこまれると新たな感染症を生むこともある（図 2-7-
13）。
　日本は、情報発信するときも白か黒かという碁石のような世界である。安全かどうか、

効くのか効かないのか、研究か医療か、開発か保険収載を目指すのか、等。感染症の罹患

率や有病率等、疫学データを利用しながら、ある技術、ある薬、あるワクチン等を使って

感染症を制御していくオペレーショナルリサーチが日本に欠けている。承認を受けた医薬

品やワクチンの追跡研究を行なうのは疫学者、臨床医だけではなく、国民の理解がなけれ

ば進まない。リスクや国民感情を考慮したコミュニケーションをうまくとりながらオペ

レーショナルリサーチを行なえる若い人たちを育てていくことが今後重要になると思う

（図 2-7-14）。
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図2-7-1 図 2-7-2

図 2-7-3 図 2-7-4

図 2-7-5 図 2-7-6
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図2-7-7 図 2-7-8

図 2-7-9 図 2-7-10

図 2-7-11 図 2-7-12
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図2-7-13 図 2-7-14
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＜総合討論　趣旨説明＞
司会進行：山本　雄士フェロー（JST-CRDS）

　第１部、第２部で取り上げられた具体的な問題点やディスカッション項目等を JST-
CRDS が以下のように整理した。各項目に対する具体的な解決策等について議論を深め

たい。日本の感染症研究や対策に関して具体的に誰に何をしてほしいのか、忌憚のないご

意見を頂きたい。

１）研究開発のテーマ、推進体制
・粘膜ワクチン研究やアジュバント研究等が挙げられた。これらに関する補足と、

その他挙げるべき研究開発テーマは何か。

・産官学協働のスキームやトランスレーショナルリサーチがワクチン開発において

なぜ進まないのか、何がボトルネックになっているのか。

２）感染症の疫学、オペレーショナルリサーチ
・重要性の認識は共有できたが、なぜ上手くいかないのか。誰がどう進めるべきか。

３）情報発信
・感染症に関する、どういった種類のコンテンツを、誰が誰に対して発信すべきか。

４）対策の体制、拠点
・ワクチン、抗生物質も含めて感染症対策ツールはある程度揃っている。しかし現

場の病院の体制や疫学の弱さが感染症に対する脆弱性を助長しているのではない

か。

・サーベイランスとその結果を現場や研究開発側にどう落とし込むべきなのか、ま

た、だれの指令の下で行なうべきか。

５）人材育成
・疫学、臨床、トランスレーショナルリサーチ、オペレーショナルリサーチ等に有

用な人材を、どこで、誰が育成するのか。キャリアパスをどのように描くのか（間

口だけ広げて出口がないという事態を避けるためにはどうするべきか）。

１）研究開発のテーマ、推進体制
（JST-CRDS）感染症分野の研究では、具体的に何が問題になっており、何が難しいのか。

・現在、感染症研究の難しい点の１つは、結核等に代表されるように、ヒト或いは最低

でも動物を使わないと病態が見られない対象が多い事。結核については潜伏感染が

主な研究対象になりつつあるが、それをモデル化することができないため、高度な

BSL3 を有し動物を扱える大きなグループだけがインパクトのある研究成果を出せる

状況。資金も人材も想像以上に投入しないと新しい研究開発はやりにくい状況にある。

具体的には、BSL3 等の動物実験設備が必要であり、微生物学を超えた多様な分野か

ら最新の科学に興味のある若い人が入り、総合的に研究を実施できる環境が必要。

３．総合討論（ワークショップ第３部）
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・これまで感染症の研究は、新型の病原体を見つけることに集中しすぎてきたように思

う。ある感染症の病原体が見つかり、診断法・治療法が開発され、予防ワクチンがで

きた時点で研究が終わるわけではない。かつては抗体ができれば治癒と考えられてい

たＢ型肝炎で示されたように、病原体を対象とした独創性のある研究をすることが大

事。

（JST-CRDS）分野融合によって推進すべきという点には皆が同意していると思われるが、

何故上手くいかないのか。どうすれば上手くいくのか

・「来年どんなアウトカムが出るか」「１年間に何本の論文になるか」ばかりを求めるの

でなく、良い意味でのダイナミックさをもって基礎研究は行うべき。そういった分野

には若い人たちも集まるだろう。

・例えば既存のワクチンを賢く使う等、既存の技術を上手く使うだけで救える人々がわ

が国にもいる。その際に疫学的なアプローチの軸は必須である。優れた基礎研究の延

長線上に今の日本人に提供できるプロダクトがあると考えず、わが国の限られた予算

の中、何をすれば単位円当たりプラス何人救えるのかという実例的なアプローチを臨

床現場としてはお願いしたい。

・重点的に対応すべき感染症について、臨床現場と研究現場をいかに結びつけてネット

ワークを構築するかが大事。

（JST-CRDS）ここまでの議論では、微生物学も含めた感染症研究の重要性と、動物や生

体を用いた臨床研究に近い研究を安全性を確保した施設で行う重要性が挙げられた。次い

で産官学連携のトランスレーショナルリサーチに議論を移したい。様々な分野で話題にな

り、ある意味議論は出尽くしているところもあるが、ワクチン開発の分野で特異的にバリ

アになっている部分がもしあればお伺いしたい。

・かつて米国では、ワクチン接種が招いた副反応の全ての賠償責任がメーカーの製造物

責任として問われていたため、ワクチン産業が衰退したことがあった。その後、適正

な方法で開発されたワクチンで起きた副反応についてはすべて政府が責任を持つとい

う、いわゆる全米健康被害補償プログラムができてから、メーカーのワクチンへの投

資意欲が活発化し、新規ワクチンの開発が一気に進んだという経緯がある。

・日本にも、ワクチンで起きた副反応に対する補償はあるが、定期接種と任意接種のワ

クチンでは補償制度や補償額が違っている。新しくワクチンを開発してもそれがどう

いう位置付け（すなわち、定期接種なのかどうか）になるのかわからなければ、企業

としては賠償責任のリスク判断が難しくなり、経済的なインセンティブがなかなか働

かない。例えばサノフィ社がデング熱ワクチンを開発しているバックグラウンドには、

経済的視点、パスツール研究所やフランス政府の後押し、そして社是等、様々な背景

があるだろうが、何らかのインセンティブがあるのではないか。

（JST-CRDS）国内企業のワクチン開発における、賠償責任以外のボトルネックは何か。

アカデミアは産学官連携を行うに当たって技術開発可能なワクチンや感染症対策技術の

シーズを保有しているか

・世界のワクチンメガカンパニーといえども、研究開発を自社ライブラリーや自社技術
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だけに頼ることはほとんどない。例えば、肺炎球菌に対するワクチンであるプレブナー

は、ブロックバスターとなった新規性が高いワクチンであるが、外部の研究機関が開

発したシーズを活用したと聞いている。従って、国内メーカーにとっても研究基盤に

対する目利き力を磨き、新規ワクチン創製のために外部リソースを上手に活用し、産

官学連携を推進することが大事なのではないか。

・サーベイランスのデータから、将来人類の脅威となりそうな新興感染症や再興感染症

を予測する等、何をワクチンとして開発すべきか、といった点を把握することが重要

になる。またアカデミアがシーズを生み出し、それをメーカーが研究し製品化すると

いう流れをスムーズに運用できるような体制と法律的なバックアップが望まれる。

・かつて阪大微生物病研究所（阪大微研）と微研財団は、基礎研究を発展させ、副作用

に対する厳しい目の中で製造工程を確立し、世界に通用する水痘ワクチンを開発した。

日本にもそういった経験はあるが、オールジャパンのワクチン研究開発体制は構築さ

れていない。経鼻インフルエンザの例でも、フルーミストにつながる基礎・臨床研究

が日本では 1960 年代に進められ、その効果が確認されたところで研究開発が頓挫し

ている。わが国のワクチン分野の産学連携は希薄な部分もあるが、阪大微研と微研財

団の水痘ワクチンのような成功例もあるので、やはり産官学連携の体制を構築してい

くことは重要。特にその両者が同じ場所にいる事が大切と考える。また、1 つのラボ

だけで入口から出口までワクチン開発を行うことは不可能であり、例えば大学が研究

開発を開始する段階で、ワクチン・製薬企業の人間が参入し一緒に研究を進めていく

ような体制整備が重要。阪大微研と微研財団の関係はまさしくそうだった。

（JST-CRDS）他に産学連携進んでいない理由として挙げられることは何か。

・産官学の連携がただの人材交流であって、人事交流になっていない。企業、アカデミ

ア、医師の３者が、それぞれの人事を経験したことがなく、お互いの立場を理解でき

ていない事が問題。特にワクチン研究は様々な経験や知見を有するメンバーが目的を

共有して長期間一緒に研究し、産官学の違いを超えて一体になることが重要。これを

実現するためにはファンディングも重要。

・科研費のようなボトムアップ型の研究費も 1,000 万円規模あれば人は育つだろうが

そうはなっていない。「トップダウンでボトムアップを埋める」という観点から大事

な領域に対して米国 NIH（National Institutes of Health）の R01 規模の研究費を

JST がファンディングするというようなことがあるとよい。

２）感染症の疫学、オペレーショナルリサーチ
（JST-CRDS）疫学研究者が足りない、あるいはオペレーショナルリサーチが日本で進ま

ないという問題は、どうやって解決していけばよいのか。

・臨床研究を法制化し、治験として法の制度に則らせるとデータが全て蓄積され、その

上で重篤な有害事象（SAE；Serious Adverse Event）収集システムや米国 ACIP の

ような仕組みを作ることで自動的に疫学が進み、良い疫学者も育ってくるだろう。そ

のために必要な資金は、例えば外資を含む製薬企業や NGO 等の臨床試験を行ってい

る組織が研究費として供出できるようなシステムがあると、日本でも疫学が盛り上が

るだろう。
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・例えば、症状で判断できる疾患とそうでない疾患がある。性感染症や HIV などは外

見で症状は分からず、流行も集中的に起こる。疫学調査だけでは対策に結びつきにく

く、実際に流行しているポピュレーションの中でコホートを立ち上げない限り、オペ

レーショナルリサーチはできないだろう。

（JST-CRDS）日本にはレセプトシステムで 20 万～ 30 万人分ぐらいの医療データがある

が、それを活用できる人とシステムは育っていない。データベース（DB）があっても人

材とシステムが育たない理由は。

・現在の感染症対策のための疫学は、法律による使用制限あるいは人権保護の視点から

制限がかかることが多い。また予算的な制約もある。サーベイランスによる結果をど

のように利用して感染症対策に結び付けるかという視点で、研究と調査の両方を高度

に組み合わせたような疫学が行える状況にしていくいことが必要。

・またその結果が「成果」として問われた場合、回答が難しくなり意義に疑問符がつけ

られてしまうことがある。例えば赤痢やコレラの患者数の把握ができるようになって

も、それは検知が可能になったのであったので、速やかに減少に結び付くわけではな

いので、「成果」としては出にくく、アウトカムが何も無いとの指摘を受ける。研究

者が行政を説得することも重要だが感染症の DB 作りや疫学研究には必ずしもアウト

カムを求めないことが、人材育成とシステムづくりを進める上で重要。

・「疫学」という言葉をもう少し明確にして議論すべき。データはあるのに料理できな

いというレベルの話と、フィールドの疫学者が日本各地にいないという話が混在して

いる。ロケットサイエンティスト的な才能を疫学者に求める話とは別に、日本各地に

消防署や警察署があるように、国立感染症研究所の FETP-J から輩出した人材等を

米国の EIS オフィサー（旧ソビエトのバイオテロ対策の情報収集のために作られた）

のように配置することが重要。それによって、赤痢やインフルエンザの発生がきちん

と把握され、様々な疾患統計等も得られる。日本で（米国の EIS オフィサーが配置

されている）消防署、警察署に相当するのは保健所。

・現状に見合った感染症研究、感染症対策を行うには、現在国内で発生頻度の高い感染

症は何で、どこにどのような施設、体制を整備したらよいかを、まず考えないといけ

ない。重大な感染症の大半は日本以外の場所で起こっているが、日本でも増えている

感染症はあり国立感染症研究所のホームページで調べればわかる。感染者数を把握で

きる組織に実際のオペレーショナルリサーチを行う部門を置くなり、大学やその他の

機関、NGO 等のネットワークが必要。

・感染制御というテーマをグローバルに考え、例えば SARS やエボラ出血熱等を対象

とする研究基盤を育て日本で世界トップクラスの研究を進めるのか、それとも日本に

今ある感染症をコントロールしようとする基盤を作って予防（ワクチン）、診断、治

療の研究を進めるのか、の２つに研究は分けられる。アウトブレイクに対する対応も

両者で異なる。しかし、トータルとして感染症に対応できる人材を育てなくてはいけ

ない。基盤を整備しなければならないのは共通しているが、各論では少しずつニュア

ンスが違ってくる。

・行政面も含めた国内全体の感染症対策を考えると、地方衛生研究所と保健所というラ

ボ的機能を持つ組織と地域で感染症ウォッチングを行う組織の両方を、国つまり厚生
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労働省が人材を含めて育てなくてはいけない。国立感染症研究所はそれをサポートい

なければいけない。

（JST-CRDS）ある程度感染者数が増えてきたときに、臨床現場の問題とするのか、研究

題目とするのかを判断する機能が必要だと思うが、どのような組織がやるものなのか。

・国立感染症研究所に現時点でそういう機能はないが、与えてもいいと思う。

・国立感染症研究所が法律に基づいて定点観測等のサーベイランスを行っているが、基

本的に単位人口当たりや、所轄する保健所での計算により設定されている。しかし地

元の医師会と地区の人とのかかわり合いでやっているため、必ずしもドライな定点設

計とはなっていないが、全体の 10％～ 15％の把握という、ある程度の推計は行える。

全数報告にさえそういう部分はある。こうしたウェットな部分はアメリカにもあり、

必ずしも全てが計算通りにはいっていないが、それを知った上で推計を出している。

こうした部分を認めながらも堂々と続けるということも必要。

（JST-CRDS）感染症のサーベイランス等は海外との比較において日本は及第点なのか。

・論文になりやすい事象を対象とする疫学研究なのか、フィールド疫学なのかで話が別

だと思うが、研究者としての疫学者、臨床医学の中の疫学者は日本に非常に少ない。

J-GRID（感染症研究国際ネットワークプログラム）の拠点の 1 つであるベトナムの

ニャチャンには数万人規模のコホートがあり感染症の疫学研究を行っているが、も

ともと IVI が作ったものである。IVI がワクチンの治験を行うために、ベトナムの国

立衛生疫学研究所（NIHE：National Institute of Hygiene and Epidemiology）と一

緒にコホートを立ち上げ、優れたデータ収集システムを作った。これがあることで

NIHE には優秀な疫学研究者が多いが、それに比べて日本にはこれまでそういった基

盤がないため人材が少ないと聞いている。

３）情報発信
（JST-CRDS）ワクチンとワクチネーションの違い、つまり、ワクチン開発とワクチン接

種というのは全く違う次元であり、作ればいいという話でもないし途上国に送りつければ

いいというものでもないという話を Pacifi c Health Summit でも聞いた。日本のように副

作用に対する社会の感受性が非常に高かったり、それを煽るような報道がある国で、「ワ

クチンを作り、予防接種法を改正し、疫学者を育てた」だけでは、最後のステップが足り

ないように思うが、どう考えるか。

・ワクチンは、コストの問題と安全性の問題が他の薬剤と違う。まず、ワクチンは発展

途上国のために安くなければいけない、という考えは一方的で再考の余地があると思

う。日本のワクチンは安全で安心だというブランドができ上がっているので、中国の

富裕層は中国のワクチンを買わずに日本のワクチンを輸入している。しかし日本は中

国向けワクチンの輸出を行っていない。安全、安心というブランドを利用して、ワク

チン製品だけでなくガイドラインや規格等も丸ごと輸出し、国際標準化に向けて世界

へ打って出る。そうすると、同じ製品であっても付加価値があることで特に中国、イ

ンドのような国への輸出の好機になる。

・また、アジュバントのコストが安くなるからワクチンの改良や新規開発は不要、とい
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う企業の論理もある意味間違っている。よりよいワクチンを作ることで、消費者のメ

リットにもつながり、コストが高くても十分にワクチンが売れる状況を日本はつくっ

ていける。

・日本はワクチンの開発体制が整備されていないため、シーズと技術はあっても遅れを

とっている。大学は中立の立場とも言えるので、そこにワクチン研究開発を担う施設、

機関を整備し、企画からプロダクトまでを一連のパッケージで推進できる体制作りを

すべき。

・日本国内では安全、安心という考え方が行きわたり過ぎており、感染症はもう無いと

いう考えすらあるため、現在米国がやっているキャッチアップのような「これとこれ

をやらなければ、あなたの健康は守れない」、「ワクチンで予防できる感染症について

は、キャッチアップすることが必要」という情報発信は大事だと思う。

（JST-CRDS）ワクチンを打つ、あるいは打たない場合のリスクについての情報発信は、

誰が、どういった場で、どのように発信すべきか。

・やはり国が情報をまとめ、その情報のフィードバックを行うべきだと思う。これもサー

ベイランスの一環であると言える。一方自治体や現場の医師は、結局は「国や厚生労

働省がこう言ったから」ということで動くことが多い。しかし、一方では国の発表が

必ずしもすべて信頼されているわけではないとも感じられるところである。その場合、

行政的な説明と方針をきちんと発表するのは国側の仕事だが、そこの背景にあるデー

ターの解説や技術的な解説、通常のリスクコミュニケーション、何か発生したときの

対応に関する説明等は、常時行われる別の情報発信源も必要だと思う。例えば、米国

の ACIP のような信頼される組織を作り、そこが情報発信源になるのも良いだろう。

学会も今後はそういう活動の一端を担っていくべきだろう。

・米国 CNN テレビの医療ニュースではサンジェイ・グプタというインド人の医者が解

説しているが、専門家の概念と庶民の感覚のインターフェースをもって説明をできる

人である。同様な人をニューヨーク市も固定職で雇っている。従って、国が説明する

場合、信頼に足る有識者からの発表は良いと思うが、常に庶民が理解しやすい言葉で

説明でき、中立で信頼できる人材が長期にわたって情報発信に携わることのできる仕

組みが大事だと思う。

４）対策の体制、拠点
・特許は企業にとって非常に重要な戦略の１つである。産官学の共同体制で研究を進め

る場合も、特許戦略は非常に重要であり、産官学共同体による研究開発成果を日の丸

連合として如何に活用し易くするか、政府からも法律面で様々なサポートがあると良

い。

・病原体そのものを組み換えで作って動物実験等をできるような、P4 レベルの共用施

設を国で作る必要がある。

・日本では免疫学は世界の研究を牽引する状況にあり、一方細菌学やウイルス学は育成

期にあると思う。若い人たちがこれを機会ととらえて、細菌学やウイルス学分野に関

心をしめすような仕組みが非常に大事。科学技術立国というのであれば、ある程度ボ

トムアップ型で、若い人たちが思う存分自分の興味ある細菌学の研究、ウイルス学の
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３　

総
合
討
論

研究ができるという体制をつくるべき。

・米国も日本と同様に、研究費の選択と集中は行われているが、それでも常にダイナミッ

クにサイエンスをリードできている理由は、個人型の研究に出すまとまった研究費（例

えば NIH の R01。5 年間の期限で年間約数千万円）に関して、感染症や細菌学、ウ

イルス学のような分野に対しても常に一定の配分を行う点にあると思う。研究の流行

に関係なく研究者の知的好奇心に基づいたボトムアップ的な基礎研究に一定の予算配

分を国が行う姿勢は、若い研究者たちへのメッセージにもなり、思い切り研究をやろ

うという発想が生まれてくる。日本では科研費の基盤 C がボトムアップの基礎研究

に該当するかもしれないが、研究費の規模が小さいため何もできず、優秀で将来性の

ある若い人は動かない。

・米国には NIH があり、その傘下で基幹大学と連携し、時には民間とも連合した形で

ワクチン開発研究センターを作って研究開発を進めている。米国の全てが良いとは思

わないが、そういった組織や機能が日本には欠けている。日本全体の感染症・ワクチ

ン学研究の戦略、ファンディングを一元的に扱うコア組織へ予算を全て配分し、そこ

から戦略的にファンディングを行う等、省庁の縦割りを超えたシステムも必要かもし

れない。本当に日本の感染症、ワクチンを考えるのであれば、何らかのコアファンディ

ングの形をとり、また現場では大学の中に企業と連携した研究組織を作り、人材育成

と研究開発を進めていくという推進方法があると思う。

（JST-CRDS）日本は、箱をつくるとそこへの帰属意識ばかりが先行してしまうため、役

割分担や資金配分について検討、決定できるバーチャル司令塔があるとよいのではないか。

・リーダーシップをきちんと発揮できるのであればよいと思う。

・日本では箱物に対する印象が悪いが、箱物というのは象徴として非常に重要であり、

帰属意識によるマイナス面はオペレーションの問題。箱物に所属する人材しか研究を

やってはいけないと決める必要はなく、目的を共有できるならば所属は企業でも大学

でも良く、箱物の中で例えば目標達成に向けて 5 年間一緒に研究し、目的を達成し

たらそのチームは解散し、各々の所属機関にまた戻るようにすればよい。

（JST-CRDS）ここまでの議論で、研究推進体制として目的志向型の組織が重要であり、

拠点機能は箱物もあればなお良い、またアウトカムを何で見るかは明解にしておく必要が

ある、といったあたりが確認できた。また、旧来の人材交流を超えた人事交流をきちんと

行い、データベース等も組織内に置く、という体制の重要性が挙げられた。

５）人材育成
・大学やアカデミアが果たす役割というのは大きい。研修医のローテーション方式が変

わって数年間は大学院に臨床医が来なかった。

・インパクトの高い論文を出さないと次の研究費がとれない仕組みになると、現在の状

況では細菌学やウイルス学をやっている人も免疫学側にシフトしていってしまう可能

性もある。細菌学、ウイルス学で興味を持っている研究者が何年間か思いきり研究で

きる仕組みが日本に無いため人材が育たない。

・国立感染症研究所の専門家トレーニングコース（FETP-J）には医師・獣医師・薬剤
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師・看護師・検査技師等、すでに一人前となっている人が、感染対策のための実地疫

学専門家としてのトレーニングを 2 年間行うが、on the job training である。発足し

て 14 年目だが、14 年たった今でも FETP は無給である。これでは良い人材は来ない。

・IVI がワクチン治験をするために、ベトナムの NIHE と一緒に立ち上げたコホート

プロジェクトでは疫学研究者がかなり育っており、ベトナムの疫学の学問レベルの高

さに日本の研究者が驚くほどである。一方、日本側は第一人者の下ですら、人材を育

てるのにとても苦労している。有望な臨床家をイギリスに留学させたりして少しずつ

本当の意味での専門家を育てているのが実情。疫学者の育成は簡単ではなく、フィー

ルドと対象となるコホートがあって、その中で地道に育てるしかない。

・IVI の強さは所属する研究者の半分が疫学者であること。世界中に関係者が散在して

いる。IVI のような強力な組織が中国にも設立され、インドにも国立に近いものがで

きる予定である。これらの事例をみると、ある程度まとまった強力な組織を作ること

で、高いクオリティの疫学者の育成も可能になるのではないか。

（JST-CRDS）なぜ日本は、IVI に相当する組織を設立して感染症疫学人材を養成できな

いのか。また、誰がそれをやるべきなのか。

・日本の大学に、そういう研究をしている人たちを評価し、キャリアとして認めるシス

テムがなければ難しい。

・日本的発想だと、IVI が良いから日本版 IVI を作ろうということになるが、それはお

かしい。IVIは長い期間をかけて構築したフィールドをアジア各地に既に持っている。

今から日本が同じものを作っていく必要はなく、IVI の作ったメカニズムを活用して

人材を育てていくことを考えていけばいい。例えば、IVI と相互互恵関係になるよう

なグローバルな視野に立った世界基準の組織が日本に必要と考える。誰がやるかにつ

いては、お金の問題にもつながるが、人材育成等も視野に入れると大学内または隣接

した場所に作る新しい機構を中心にすることになるだろう。研究開発も人材育成も、

箱物は絶対必要で、バーチャルだけでは絶対できない。日本の製薬企業においてもワ

クチンに対する考え方が変わってきていることから、民間と大学の力を合わせ、目的

達成型のワクチン開発研究組織を作り、最初からワクチン・製薬企業も大学も入り混

じって研究し、IVI も含めた各国の国際的ワクチン開発研究機関からも参画してもら

うとよいだろう。IVI をはじめとする既存の開発研究機関で相互に相乗効果が期待で

きるものは活用し、日本が誇るベーシックサイエンスからシーズを生み出し、世界の

トップクラスであるワクチン製造技術の提供等を 1 つの開発研究パッケージ／ユニッ

トとして、それを基盤にグローバルネットワークを作っていく。国際的視野・戦略を

考慮しても日本側大学内に拠点組織・機関をつくり、人材育成をしながら研究開発を

進めていくことが必要だ。



科学技術未来戦略ワークショップ報告書
感染制御 65

CRDS-FY2011-WR-07 独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター

４　

ま
と
め

　本ワークショプの「第１部：研究開発に関する現状と展望等」、「第２部：体制整備、社

会普及に関する現状と展望等」、「第３部：総合討論」で行われた発表並びに議論を以下に

まとめる。

第１部：研究開発に関する現状と展望等：
　ワクチンに関しては、ゲノムや分子レベルでの作用機序解明、メタ細菌学、システムズ

ウイルス学、粘膜免疫学の研究、有効性や安全性評価のための大規模な臨床研究、ワクチ

ンのデリバリーやアジュバントに関する研究、ワクチン生産システムに関する研究等が重

要との指摘があった。アジュバントに関しては、自然免疫の研究、ゲノムや分子レベルで

の作用機序解明、二次的に発生した宿主由来の内因性アジュバントに関する研究、メカニ

ズム解明に基づいた開発研究、安全性に関するデータベースの構築、免疫賦活化・ワクチ

ンの接種回数低減・多混化ワクチン・抗原節減のための研究、製造技術に関する研究等が

重要との指摘があった。また、新規ワクチンやアジュバントの開発は投資回収リスクが高

く、研究開発投資が難しいとの報告があった。

　こうした研究開発を推進する体制として、探索型あるいは目的共有型の産学官コンソー

シアムまたはバーチャル機構の必要性が指摘された。その中での大学の役割は、ワクチン

学（ウイルス学、免疫学、細菌学等を中心とする）の創生であり、それを担う人材育成で

あるとの提言があった。制度面では、アジュバントに関しては開発ガイドライン作成が鍵

となっていた。

　社会的側面の重要性に関しても指摘があった。これに関しては専門家からの適切な情報

発信、ワクチンの有効性を評価できる疫学データなど基礎基盤的なインフラ整備等が必要

とのことだった。

 
第２部：体制整備、社会普及に関する現状と展望等： 
　感染症臨床、サーベイランス、国際的な協力体制、そして情報発信等、研究成果をいか

に社会に還元し、効果的に活用していくかについて、様々な視点からの発表と質疑がなさ

れた。

　感染症に対する臨床という視点からは、病原体名で指定医療機関が分かれている医療体

制の問題点が指摘された。サーベイランスの視点からは、情報収集・発信の迅速性を高め

る必要性、そして「誰」が「誰」に発信してどう伝えるかという情報伝達経路整備の必要

性、感染症情報の広報機能拡充の必要性が指摘された。国際協力体制の視点からは、日本

が構築した海外ネットワークを戦略的に維持・活用する仕組みの欠如が指摘された。全体

的な問題として、わが国の感染症分野の人材不足（どの領域でも人材が不足している）と

配置のアンバランス（基礎研究者と比して疫学研究者や臨床医が少ない）が指摘された。

国際的な感染症ネットワークの維持・活用の観点から、現地の感染症情報やサンプルの収

集だけでなく、そうした情報やネットワークを研究開発や臨床人材の育成にも資する可能

性について提案があった。感染症を制御するためには、疫学データに基づいてあらゆる医

療技術等を活用し、最も効率的な方法でアウトプットを最大化する必要がある。これは一

般的には、オペレーショナルリサーチと言われる技法により進められるべき統合的な対策

４．ワークショップのまとめ
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であるが、日本の感染症対策にはこの観点が欠けているとの意見もあった。

第３部：総合討論： 
　第３部の総合討論では、第１部、第２部における有識者の話題提供をもとに、１）研究

開発のテーマ、推進体制、２）感染症の疫学、オペレーショナルリサーチ、３）情報発信、４）

感染症対策の体制、拠点、５）人材育成、の観点から参加有識者と JST-CRDS によるディ

スカッションを行った。１）については、微生物学も含めた感染症研究や、動物や生体を

用いた臨床研究を安全性を確保した施設で継続的に行う重要性、ならびに研究成果の社会

応用に向けた産官学連携のトランスレーショナルリサーチ推進のための法整備や人事交流

の重要性が指摘された。２）については、地域の行政との一体的な制度整備によるサーベ

イランスの重要性とその解析体制の整備、それにもとづくオペレーショナルリサーチを担

う人材育成の必要性、３）についてはワクチンの安全性についての情報発信のあり方とし

て、日本製ワクチンのブランド力の活用や、メディアを通した感染予防や流行状況等の情

報発信を担う人材の重要性について指摘がなされた。４）については、ワクチンをはじめ

とする感染症研究について、一元的な資金配分や戦略的な研究計画の立案も含めた主導的

役割を果たせる組織の重要性について議論が行われ、５）については、感染症に関わる多

様な要素分野ごとの実状に即した評価システムの構築と、その評価にもとづくキャリアパ

スの形成の重要性が指摘された。
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５　

考
察
お
よ
び
今
後
の
展
望

　本 WS では、有識者による研究開発や体制・制度面等に関する情報提供および問題提

起を通じて、感染症の制御に関する問題認識が WS 参加者間で共有された。またそれら

を踏まえた具体的な解決方策に関しても議論を実施することができた。

　JST-CRDS が当初設定した感染制御に関する「研究開発」と「対策の社会実装」の重

要性は改めて確認できたが、研究開発のシーズを製品にまで作り上げていくための戦略、

感染症情報の収集と効果的な発信を行う仕組み等において改善すべき課題が存在すること

も明らかとなった。「研究開発」と「対策の社会実装」は車の両輪のように有効に機能し

合うことで初めて感染症による健康被害を低減することに実質的につながりうるが、わが

国においてそれを実現するために必要な具体的方策は、本 WS で得られた多くの情報や

議論を基に検討を重ねた結果、以下の 2 点であると考えられた。

＜わが国で実施すべき取組の方向性＞
①社会還元を強く意識した、産官学による目的志向型のワクチン、アジュバント研究開発
　わが国の感染症による健康被害の低減に加え、将来的なワクチン、アジュバント等の

海外輸出も視野に入れた研究開発を推進する。具体的には、粘膜ワクチンやアジュバン

ト等、今後大きな進展が見込まれる分野を入口（シーズ）から出口（社会還元）まで統

合的に迅速に進める。将来のシーズ発掘を目指した独創的な研究も合わせて推進するた

めに、“ワクチン学”のような学際的な分野も創設する。また、出口側では、パンデミッ

ク等の緊急時に有効なワクチンを迅速に開発し、国内の関連機関とも連携し迅速に生

産・供給できる体制構築も視野に入れる。ワクチン、アジュバント開発には多様な技術

と知識が必要とされることから、これらの施策を推進するには産官学がそれぞれの強み

を生かし、目的意識を共有し研究開発を推進できるような拠点あるいはバーチャルな体

制構築が必要である。

②感染症疫学情報の継続的な収集、及びそれらを解析し適切に発信する体制の整備
　国内外の既存の拠点や仕組みを活用し、より精度の高い感染症疫学情報を収集して

データベース化する。同時に、得られたデータの解析や、限られた医療資源で最も効率

的に感染症を制御できるようにするための研究（例えばオペレーショナルリサーチ）等

を行い、感染症の研究開発と対策に活用する。また平時と緊急時の両方において感染症

に関する情報及び、ワクチンのリスクやベネフィット等に関するより適切な情報発信が

行われるように情報の伝達経路や発信主体、その内容等を精査・明確化させることで、

広報機能の拡充を行う。

　今後は、本 WS 結果や国内外の調査（有識者ヒアリング・意見交換、文献調査等）結

果等に基づき引き続き当チームにて検討を重ね、わが国の感染症による健康被害の低減

を目指した、より実効性の高い提言を策定する予定である（23 年度末発刊予定、JST-
CRDS ホームページへ掲載予定）。

５．考察および今後の展望
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参考資料１　「感染制御」ワークショップ　プログラム

開催日：2011 年 10 月 15 日（土）13：00 ～ 17：50 
場　所：JST 研究開発戦略センター　2F 大会議室　

プログラム：

13：00
～ 13：20

【開会の挨拶】浅島誠上席フェロー

【ワークショップ趣旨説明】（総合司会）辻真博フェロー

13：20
～ 14：35

【第 1 部：研究開発に関する現状と展望等】

＜ワクチン開発；アカデミア視点＞

清野宏所長（東京大学医科学研究所）

＜アジュバント開発；アカデミア視点、日本の強みを生かした感染症研究、

　審査制度・体制＞

石井健プロジェクトリーダー（医薬基盤研究所アジュバント開発プロジェクト）

＜ワクチン、アジュバント開発等；企業視点＞

杉本隆司主席部員（武田薬品工業㈱製品戦略部ワクチン担当）

意見交換等（適宜休憩）

14：50
～ 16：30

【第 2 部：体制整備、社会普及に関する現状と展望等】

＜感染症臨床、感染症疫学等＞

青木眞感染症コンサルタント（サクラ精機㈱：学術顧問）

＜感染症疫学（サーベイランス）、情報収集・解析・発信等＞

岡部信彦センター長（国立感染症研究所感染情報センター）

＜海外とのネットワーク構築、連携等＞

岡本仁子チーフ（理化学研究所新興・再興感染症研究ネットワーク推進セン

　　　　　　　　ター）

＜情報発信、ワクチンの評価等＞

岩本愛吉教授（東京大学医科学研究所感染症分野）

意見交換等（適宜休憩）

16：45
～ 17：45

【第 3 部：総合討論】

＜感染症“研究”と“対策”のあるべき姿と、それらを効果的につなげるため

　の具体的課題等＞

司会進行：山本雄士フェロー

17：45
～ 17：50

【閉会の挨拶】浅島誠上席フェロー



科学技術未来戦略ワークショップ報告書
感染制御 69

CRDS-FY2011-WR-07 独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター

参
考
資
料

参考資料２　「感染制御」ワークショップ　参加者リスト

【有識者】
氏　名 所属・役職

青木　　眞 サクラ精機㈱　学術顧問／感染症コンサルタント

石井　　健 （独）医薬基盤研究所　アジュバント開発プロジェクト　プロジェクトリーダー

今川　昌之 武田薬品工業㈱　製品戦略部ワクチン担当　主席部員 
岩本　愛吉 東京大学医科学研究所　先端医療研究センター・感染症分野　教授

岡部　信彦 国立感染症研究所　感染症情報センター　センター長

岡本　仁子
（独）理化学研究所　新興・再興感染症研究ネットワーク推進センター業務展開

チーム　チーフ

清野　　宏 東京大学医科学研究所　所長／感染・免疫部門　炎症免疫学分野　教授

杉本　隆司 武田薬品工業㈱　製品戦略部ワクチン担当　主席部員

【傍聴（関連府省）】
内閣府　経済社会総合研究所

厚生労働省　健康局結核感染症課

【JST-CRDS感染制御チーム】
氏　名 所属・役職

浅島　　誠 JST-CRDS　ライフサイエンス・臨床医学ユニット　上席フェロー

辻　　真博 JST-CRDS　ライフサイエンス・臨床医学ユニット　フェロー

山本　雄士 JST-CRDS　ライフサイエンス・臨床医学ユニット　フェロー

中村　亮二 JST-CRDS　環境・エネルギーユニット　フェロー

橋本　典親 JST　イノベーション推進本部　研究推進部　主査

福士　珠美 JST-CRDS　ライフサイエンス・臨床医学ユニット　フェロー

森　　英郎 JST-CRDS　ライフサイエンス・臨床医学ユニット　フェロー

その他、JST-CRDS より数名程度の傍聴参加があった。
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平成23年 12月　December 2011

独立行政法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター　

感染制御チーム（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）

Infection Control Team（Life Science / Clinical Medicine Unit）
Center for Research and Development Strategy 
Japan Science and Technology Agency

※お問い合わせなどは下記ユニットまでお願いします。

浅島　　誠　　上席フェロー　　（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）
辻　　真博　　フェロー　　　　（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）
山本　雄士　　フェロー　　　　（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）
中村　亮二　　フェロー　　　　（環境・エネルギーユニット）
橋本　典親　　主査　　　　　　（研究推進部）
福士　珠美　　フェロー　　　　（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）
森　　英郎　　フェロー　　　　（ライフサイエンス・臨床医学ユニット）

■ワークショップ報告書作成メンバー■
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